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第４章　安全で良好な生活環境の確保

１　環境中ダイオキシン類の常時監視

ダイオキシン類対策特別措置法（平成１１年法律
第１０５号）に基づき、環境中の大気、公共用水域
（水質、底質）、地下水質、土壌の汚染状況を把握
するためのモニタリング調査を実施しています。
平成２９年度は、大気１７地点、公共用水域（水質

３３地点、底質２９地点）、地下水質８地点及び土壌８
地点で実施しました。
その結果、大気、底質及び土壌は、すべての地

点で環境基準を達成していましたが、水質につい
ては河川２地点で環境基準を超過していました。

なお、水質２地点における環境基準超過の原因
については、化学的な解析により、過去に長期間
使用されていた水田除草剤などの農薬に不純物と
して含まれていたダイオキシン類が、これらの河
川及び湖沼の底の泥に蓄積しており、それが徐々
に流出することにより水質に影響を及ぼしている
ものと考えられます。

５　有害物質による環境汚染の現状

環境対策課

▲図３−４−１−３４　平成２９年度公共用水域ダイオキシン類
　　　　　　　調査地点（水質・底質）

▼表３−４−１−１５　環境中のダイオキシン類モニタリング
調査結果（平成２９年度）

環境基準値
調査結果環境基準

超過地点数検体数地点数調査媒体
最大値最小値平均値

０．６pg－TEQ／㎥０．０１５０．００５１０．００６９０５６１７大 気

１pg－TEQ／L

１．３０．０６２０．２５２２５２５河川

公共用水域
(水質)

０．６５０．０６４０．２１０４４湖沼

０．０６５０．０６４０．０６５０４４海域

１．３０．０６２０．２２２３３３３全 体

１５０pg－TEQ／g

３００．１０３．６０２２２２河川

公共用水域
(底質)

３．０２．４２．６０３３湖沼

８．３０．２９２．３０４４海域

３００．１０３．３０２９２９全 体

１pg－TEQ／L０．０７３０．０３３０．０５７０８８地 下 水 質

１，０００pg－TEQ／g３．６０．０２４１．７０８８土 壌

※この調査結果は、国土交通省、宮城県及び仙台市が県内で実施した結果の集計です。

２　PRTR制度による届出状況

化学物質による環境リスクの管理を図るため、
県内における化学物質の動向等の把握を行ってい
ます。
PRTR（Pollutant Release and Transfer 

Register）制度は、人の健康や生態系に有害な影
響を及ぼすおそれがある特定の化学物質が、どの
ような発生源から、どれくらい環境中に排出され
たか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運
び出されたか、というデータを把握・集計し、公
表する仕組みです。
このPRTR制度の導入を柱の一つとした「特定
化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改
善の促進に関する法律」（平成１１年法律第８６号。以

下、「化管法」という。）の施行により、届出対象
要件に当てはまる事業者は、化学物質の排出量や
移動量を平成１３年４月から把握を始め、平成１４年
度以降、前年度分の排出量及び移動量の届出が義
務付けられています。
なお、化管法施行令の一部改正により、平成２２

年度把握分から届出対象業種に医療業が追加され
て２３業種から２４業種に、また、対象となる第一種
指定化学物質が３５４物質から４６２物質に見直されて
います。
○　届出事業者数と物質
本県では、３５業種７２９事業所（仙台市を含む。）

から平成２８年度排出量等の状況についての届出が
ありました。
届出事業所の業種別では、燃料小売業が３９８事

環境対策課
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

業所（約５５％）で最も多く、次いで製造業の１８５事
業所（約２５％）と続いています。
また、届出のあった化学物質は、第一種指定化

学物質４６２物質のうち１３０物質となっています。
○　排出量及び移動量の概要
事業所から届出のあった平成２８年度の環境への
排出量の合計は約１，４０１tで、前年度より４０t増加し
ました。

　環境への排出量の内訳別では、大気への排出
が約１，１３９t、公共用水域への排出が約９９t、事業所
敷地内埋立が約１６３tとなっています。
一方、移動量の合計は約９１７tで、前年度より４３t

増加しました。その内訳は、下水道への移動が約
４．４t、廃棄物としての移動が約９１２tとなっています。
届出による排出量及び移動量の合計は約２，３１８t
で、昨年度と比較して83t増加しています。

▼表３−４−１−１６　県内の業種別PRTR届出状況（平成２８年度実績把握分）

届出数業　　　種　　　名届出数業　　　種　　　名届出数業　　　種　　　名
１８　鉄道業（１）なめし革・同製品・毛皮製造業０１　金属鉱業
１９　倉庫業（６）窯業・土石製品製造業０２　原油・天然ガス鉱業
２９１０　石油卸売業（４）鉄鋼業１８５３　製造業
０１１　鉄スクラップ卸売業（５）非鉄金属製造業（１１）食料品製造業
０１２　自動車卸売業（１９）金属製品製造業（１）飲料・たばこ・飼料製造業（以下を除く。）
３９８１３　燃料小売業（１１）一般機械器具製造業（０）   酒類製造業
１１４　洗濯業（３０）電気機械器具製造業（以下を除く。）（０）   たばこ製造業
０１５　写真業（０）   電子応用装置製造業（０）繊維工業
６１６　自動車整備業（０）   電気計測器製造業（０）衣服・その他の繊維製品製造業
０１７　機械修理業（１４）輸送用機械器具製造業（以下を除く。）（７）木材・木製品製造業（家具を除く。）
１１８　商品検査業（０）　鉄道車両・同部分品製造業（１）家具・装備品製造業
０１９　計量証明業（２）船舶製造・修理業、舶用機関製造業（８）パルプ・紙・紙加工品製造業
４４２０　一般廃棄物処理業（ごみ処分業に限る。）（４）精密機械器具製造業（以下を除く。）（７）出版・印刷・同関連産業
１２産業廃棄物処分業

２１
（０）　医療用機械器具・医療用品製造業（１６）化学工業（以下を除く。）

０特別管理産業廃棄物処分業（０）武器製造業（０）   塩製造業
０２２　医療業（０）その他の製造業（２）   医薬品製造業
６２３　高等教育機関４４　電気業（２）   農薬製造業
３２４　自然科学研究所０５　ガス業（１７）石油製品・石炭製品製造業
７２９合　　　計０６　熱供給業（１３）プラスチック製品製造業

注：（　）内の数値は製造業の内訳。３８７　下水道業（４）ゴム製品製造業

（単位：事業所）

▲図３−４−１−３６　県内におけるPRTR届出による排出量・移動量の割合

届出排出量
62%

大気
49%

埋立
7%

土壌
0%

水域
4%

届出移動量
40%

▲図３−４−１−３５　県内におけるPRTR届出対象物質別排出量・移動量（平成２８年度排出・移動）

0 100 200 300 400 500
単位（t/年） 単位（t/年） 

0 50 100 150 200 250 300

①届出排出量合計（1,401t/年）

374
371

135
126

87
308

トルエン

塩化メチレン

ノルマル－ヘキサン

マンガン及びその化合物

キシレン

その他

②届出移動量合計（917t/年）

259

194
152

42
25

244

鉛化合物

マンガン及びその化合物

トルエン

亜鉛の水溶性化合物

キシレン

その他
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

○　届出排出量と届出外排出量
PRTR制度では、化管法で定められた要件（対
象業種・従業員数・対象化学物質の取扱量）に合
致する事業者に届出を義務付けていますが、それ
以外の事業者の事業活動や自動車の使用、私たち
の日常生活も、環境中への化学物質の排出源と
なっています。

そこで、国では、これらの対象事業者以外の排
出源からの対象化学物質の排出量を推定し、届出
による排出量の情報と合わせて公表しています。
その結果をみると、県内では届出排出量は昨年

度と比較して４０t増加し、届出外排出量は４２０t増加
しています。

▲図３−４−１−３８　県内における排出量の推移
　　　　　　　　　（平成２４～２８年度）

届出排出量
届出外排出量

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成25年度

平成24年度

単位（t/年） 

3,953

3,872

1,464

1,279

1,249 3,863

3,7081,361

4,1281,401

▲図３−４−１−３７　県内におけるPRTR届出排出量・移動量の
推移（平成２４～２８年度）

届出排出量
届出移動量

0 500 1000 1500 2000 2500

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成25年度

平成24年度

単位（t/年） 

1,464

1,279 822

945

1,249

1,361

1,401

811

874

917

東京電力福島第一原子力発電所事故（以下、「事
故」という。）により環境中に放出された放射性物
質は、本県を含む周辺各県に影響を及ぼしまし
た。県内の空間放射線量率については、物理的減
衰、ウェザリング効果及び除染による効果等によ
り低減し、生活環境において、年間放射線量１
mSvに該当する、毎時０．２３μSvを超過する地点
がないことが確認されています。一方、放射線・
放射能に対する不安や風評被害は未だに続いてい
ることから、県では、生活環境及び農林水産物等
の放射線・放射能の測定を、総合的・計画的に実
施し、情報発信することで、不安払拭に努めてま
いります。

○　モニタリングポスト等による定点測定
県は、事故直後の平成２３年３月１４日から、県南

市町を中心に空間放射線量率の定点測定を毎日実
施するとともに、県内各市町村に簡易型放射線測
定器を配備し、平成２３年７月１１日からは、市町村
役場等による定点測定が実施されています。ま
た、国及び市町村と協力し、空間放射線量率の連
続測定を可能とするモニタリングポストを県内４０
箇所（市町村で独自に設置した１８箇所を除く）に
設置し、県内各地での空間放射線量率の監視体制
を整備しました。県内各モニタリングポストの測
定値は、平成３０年３月３１日正午現在で、０．０２２から
０．０７４μSv／hの範囲でした。測定結果はポータ
ルサイト「放射能情報サイトみやぎ」で公開して
います。 

６　環境中の放射線・放射能の現状
原子力安全対策課

▲図３−４−１−３９　航空機モニタリングによる県内の空間放
射線量率

左：平成２３年８月３０日時点
右：平成２９年１１月１６日時点
（原子力規制委員会ホームページ画像をトリミング）
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

○　学校の校庭等における測定
子どもの生活環境の安全を確認するため、市町

村の協力により、幼稚園・学校・保育所等の園庭・
校庭等１，３９７地点における空間放射線量率を測定
しました。平成２９年度は、測定された空間放射線
量率の最大値が０．１４μSv／hであり、平成２５年度
から５年連続、０．２３μSv／hを超えた施設はなく、
空間放射線量率の低減が確認されました。

名取市 

石巻市 
 

塩竈市 

気仙沼市 

白石市 角田市 

多賀城市 

蔵王町 

七ヶ宿町 

川崎町 七ヶ浜町 

大和町 

青葉区 
泉区 

太白区 
宮城野区 

大郷町大郷町

富谷市富谷市
利府町利府町

岩沼市岩沼市

亘理町亘理町

村田町村田町

柴田町柴田町

山元町山元町

大河原町大河原町

松島町松島町

大衡村 

加美町 

色麻町 

大崎市 

涌谷町 

栗原市 

登米市 

東松島市 
女川町女川町

南三陸町

美里町美里町

丸森町 

宮城県設置（10箇所）

国設置（30箇所）

仙台市設置（7箇所）

丸森町設置（11箇所）

▲図３−４−１−４０　モニタリングポスト配置図
　　　　　　　（女川原子力発電所監視用を除く）
写真（左上）：県石巻合同庁舎に設置したモニタリング

ポスト

空
間
放
射
線
量
率

空間放射線量率（平均値） 除染の目安値
（0.23μS/h）

（年度） 
27 28 29262524平成23

（μSv/h） 
 

0.0 

0.4 

0.2 

0.6 

0.8 

0.380.38

0.07 0.06 0.06 0.050.050.050.090.090.090.13

空間放射線量率（最大値）

0.180.180.18
0.170.170.17

0.140.140.14 0.120.120.12
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0.140.140.14
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▲図３−４−１−４１　学校の校庭等における空間放射線量率の
推移

１　発生源への対策・規制
○　工場・事業場対策
工場・事業場に設置されているばい煙・粉じん

発生施設等に対しては、大気汚染防止法及び公害
防止条例において、排出基準等が設けられ、規制
が行われています。
これらの規制を受ける工場・事業場に対しては、

定期的に煙道排出ガスの行政検査を含めた立入検
査を実施し、自主測定の実施状況を把握し排出基
準超過の有無等を確認するとともに、燃焼管理や
設備の改善等を指導しています。
また、大規模発生源を有する工場と公害防止に

関する協定や覚書を締結し、硫黄酸化物の年間・
時間排出量を設定するなど法律以上の負荷削減対
策をとるよう指導しています。
大気汚染防止法等に基づく施設は、ばい煙発生

施設が４，３２３施設であり、その約６８％をボイラー
が占めており、次いで、ディーゼル機関、ガス
タービン、乾燥炉、廃棄物焼却炉の順になってい
ます。施設数は昨年度から３８施設増加しました。
また、一般粉じん発生施設は、７２６施設と昨年度

から１７施設増加しています。
揮発性有機化合物（VOC）排出施設は、主に接

着や印刷の乾燥施設など３３施設です。

１　大気環境の保全

第２節　平成２９年度に講じた施策

環境対策課
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

環境対策課

（注）　（　　）内は仙台市分、内数

▼表３−４−２−１　ばい煙・粉じん発生施設等設置届出状況（法律に基づくもの）

平成２９年度末現在の届出施設数平成２８年
度末現在
の届出施
設数　　

平成２７年
度末現在
の届出施
設数　　

施　　設　　名別表
番号 計

大気汚染防止法以外の届出大気汚染
防止法の届出 鉱山に係る施設ガス工作物電気工作物

）１，０１３（２，９４２）０（０）４（７）３（２１）１，００６（２，９１４２，９６９２，９５４ボイラー１

ば
い
煙

）４（３５）０（０）０（０）０（０）４（３５３５３５金属加熱炉６
）０（５０）０（０）０（０）０（０）０（５０５２５４窯業用焼成炉・溶融炉９
）１０（９０）２（２）０（０）０（０）８（８８９４９５乾燥炉１１
）１６（７３）０（０）０（０）０（０）１６（７３７２８２廃棄物焼却炉１３
）１６７（２５０）０（０）０（０）１６４（２３８）３（１２２４５２４７ガスタービン２９
）３５１（７６８）０（０）１（１）３１５（６６６）３５（１０１７０３６８７ディーゼル機関３０
）４４（１１５）０（１５）０（２）２１（３３）２３（６５１１５１１９その他
）１，６０５（４，３２３）２（１７）５（１０）５０３（９５８）１，０９５（３，３３８４，２８５４，２７３施 設 数 合 計
）７１６（１，９５３－－－－１，９２７１，９３４工 場 ・ 事 業 場 数
）１８（１４３）０（１５）０（０）０（１）１８（１２７１４４１４５鉱物又は土石の堆積場２

一
般
粉
じ
ん

）８８（３７２）０（７）０（０）１（５）８７（３６０３６５３５７ベルト・バケットコンベア３
）１３（１４２）０（２）０（０）０（０）１３（１４０１３４１３４破砕機・摩砕機４
）８（６９）０（１）０（０）０（０）８（６８６６７０ふるい５
）１２７（７２６）０（２５）０（０）１（６）１２６（６９５７０９７０６施 設 数 合 計
）２０（１２３－－－－１３０１２６工 場 ・ 事 業 場 数
）０（３）０（０）０（０）０（０）０（３３３塗装の乾燥施設３

Ｖ
Ｏ
Ｃ

）３（１５）０（０）０（０）０（０）３（１５１５１５接着の乾燥施設４
）２（５）０（０）０（０）０（０）２（５５５印刷（グラビア）の乾燥施設７
）１（１０）０（０）０（０）０（０）１（１０１０１０その他
）６（３３）０（０）０（０）０（０）６（３３３３３３施 設 数 合 計
）２（１３－－－－１３１３工 場 ・ 事 業 場 数
）０（０）０（０）０（０）０（０）０（０００施 設 数 合 計特

定
粉
じ
ん ）０（０－－－－００工 場 ・ 事 業 場 数

▼表３−４−２−２　ばい煙・粉じん発生施設設置届出状況（条例に基づくもの）

平成２９年度末現在の
届出施設数

平成２８年度末現在の
届出施設数

平成２７年度末現在の
届出施設数施　　設　　名別表

番号
）１（４４３石油精製用廃ガス処理施設２

ば
い
煙

）０（２４２４２５合成樹脂用反応施設・熱処理施設４
）１（２８２８２８施　 　 設　 　 数　 　 合　 　 計
）１（８８８工　 場　 ・　 事　 業　 場　 数
）１０（３０３０２１チップ等堆積場１

粉
じ
ん

）５（１２２１２２１２７打綿機２
）１５（１５２１５２１４８施　 　 設　 　 数　 　 合　 　 計
）１２（９７９７９８工　 場　 ・　 事　 業　 場　 数

（注）　（　　）内は仙台市分、内数

▼表３−４−２−３　工場・事業場立入検査及び行政上の措置状況

仙　台　市　実　施宮　城　県　実　施
行政指導改善
勧告等件数

使用燃料
検査件数

煙道検査
施設数

立入検査
施設数

立入検査
事業場数

行政指導改善
勧告等件数

使用燃料
検査件数

煙道検査
施設数

立入検査
施設数

立入検査
事業場数

５０３４５２２２７０１３８１９２６７平成２９年度

○　アスベスト対策
アスベスト粉じんを発生し、又は飛散させる原

因となる建築材料が使用されている建築物その他
の工作物の解体等を行う作業については、大気汚
染防止法で届出が必要となる場合があります。
平成２９年度における当該作業実施の届出件数

は、１１５件（うち仙台市７２件）でした。また、これ
らについて立入検査を３１１件（うち仙台市２０４件）
行っています。
なお、従前から実施している環境大気中のアス

ベスト濃度測定や大気汚染防止法に基づくアスベ
スト除去事業者の指導に加え、労働基準監督署及
び土木事務所等と連携し、大気汚染防止法の届出
のない解体工事現場に対するパトロールを実施し
ました。

２　自動車交通環境負荷低減対策
○　自動車交通環境負荷低減計画の進行管理

平成１９年３月に策定し、平成２４年３月及び平成
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

２９年３月に改訂された「宮城県自動車交通環境負
荷低減計画」を推進するため、宮城県自動車交通
公害対策推進協議会及び同幹事会を開催し、計画
の内容をもとに関係機関による施策の実施状況や
目標の達成状況を把握するとともに、目標の達成
状況について検討し、計画の進行管理を行いまし
た。
○　自動車交通騒音実態調査事業
主要幹線道路沿道における自動車交通騒音の実
態を広域的に調査・解析・評価するため、自動車
交通騒音実態調査を実施しました。
○　エコドライブ運動推進事業
自動車による環境負荷の低減を効果的に推進す

るためには、県民の理解と協力が必要であること
から、ゆっくり発進やアイドリングストップ等の
実践を促す「エコドライブ運動」を県民運動とし
て展開しています。
平成２９年度は、次の事業を展開しました。

①　県庁行政庁舎の放送
エコドライブ推進月間である１１月に、県庁行政
庁舎及び県地方合同庁舎にて、エコドライブを呼
びかける庁内放送を行いました。
②　エコドライブ宣言ステッカーの配布
「みやぎe行動（eco do！）宣言」を活用し、エ
コドライブに関する項目を含んで宣言した方のう
ち、希望者にエコドライブ宣言ステッカーを配布
しています。 

３　さわやかな大気環境を目指して講じた施策
○　工場・事業場対策
県及び法施行地域を管轄する市町村において

は、「悪臭防止法」、「公害防止条例」及び「宮城県
悪臭公害防止対策要綱」に基づき、地域又は施設
を指定することにより悪臭対策に努めています。
①　悪臭防止法による規制
悪臭防止法では、知事が生活環境を保全する必

要があると認める地域を規制地域として指定する
とともに規制基準を設定し、管轄する市町村が規
制・指導にあたることとされています。
県では、昭和４８年６月に仙台市、石巻市、岩沼

市等の３市２町を含む３地域を規制地域として指
定し、５物質の規制基準を設定しました。
その後、法施行令の改正により、昭和５１年に３

物質、平成元年に４物質が追加指定されたことか
ら、平成４年４月に規制地域を９市２町（仙台市
を除く県内全市（当時）、亘理町及び七ヶ浜町）に
拡大するとともに、悪臭物質を５物質から１２物質
に追加指定しました。
さらに、平成６年４月に敷地境界及び排出口に

ついて１０物質、平成７年４月に排出水について４
物質がそれぞれ法施行令改正により追加指定され
ました。
これを受け、県における悪臭物質の追加指定に

ついて検討するため、県内の事業場における使用
実態と臭気発生状況を調査しましたが、平成７年
４月の法改正により臭気指数規制が併用（平成１３
年４月から完全施行）されたことから、県は臭気
指数規制へ移行することとし、平成１５年１０月から
規制地域の一部拡大と嗅覚測定法による規制手法
を導入しました。
平成２２年度には登米市、栗原市及び東松島市を

新たに規制地域に指定し、全１２市２町（仙台市を
除く）に拡大しました。
また、平成２３年１２月の法改正により、平成２４年

４月１日から市の区域内については、市長が規制
地域を指定することとなりました。
なお、仙台市では特定悪臭物質として法で定め

られた全２２物質による濃度規制を行っています。

環境対策課

環境対策課

環境対策課

▲エコドライブ宣言ステッカー



第
　
三
　
部

持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
に
向
け
た
県
の
取
組

安
全
で
良
好
な
生
活
環
境
の
確
保

91

第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−２−４　 宮城県における法律・条例・要綱に基づく規制状況

仙台市悪臭対策指導要綱宮城県悪臭公害防止対策要綱公　害　防　止　条　例悪　臭　防　止　法
嗅覚測定による臭気濃度規制嗅覚測定による臭気強度指導嗅覚測定による臭気指数規制嗅覚測定による臭気指数規制規制等の手法
仙台市内全域県内全域県内全域（ただし、悪臭防止法

規制地域を除く）
仙台市、石巻市、塩竈市、
気仙沼市、白石市、名取市、
角田市、多賀城市、岩沼市、
大崎市、亘理町及び七ヶ浜町の
一部地域

規制地域

全業種日本標準産業分類の大分類の
次の業種
イ　農　業
ロ　建設業
ハ　製造業
ニ　卸売業、小売業
ホ　電気・ガス・水道・熱供給
業

ヘ　サービス業
上記の施設及び作業には、廃

棄物（排せつ物）を含むものと
する

イ　飼料又は有機質肥料の製造
の用に供する施設で次に掲げ
るもの（原料として、魚腸骨、
鳥獣骨、フェザー又はこれら
のソリュブルを使用するもの
に限る）
イ　原料置場
ロ　原料処理加工施設
ハ　真空濃縮施設
ニ　乾燥施設
ホ　脱臭施設
ロ　有機質肥料の製造の用に供
する施設で次に掲げるもの
（イの項に掲げるものを除く）
イ　原料置場
ロ　原料処理加工施設
ハ　強制発酵施設
ニ　乾燥施設
ホ　脱臭施設

規制地域内の全工場・事業場規制対象

仙台市宮城県、規制地域を管轄する仙
台市を含む１３市２町

宮城県、仙台市規制地域を管轄する仙台市を含
む１３市２町規制指導の主体

敷地境界線における基準
臭気濃度　１０
排出口の高さ等に応じて以下の
範囲で４区分

臭気濃度　３００～２，０００

測定法　三点比較式臭袋法

敷地境界線上において
臭気強度　１.８

測定法　三点比較式臭気採点法

（単位　臭気指数）
　
　

測定法：三点比較式臭袋法、三点比較式フラスコ法
注）仙台市では特定悪臭物質として法で定められた全２２物質に
よる規制指導

規制基準

無臭０

やっと感知できるに
おい  １

何のにおいであるか
がわかる弱いにおい２

らくに感知できるに
おい ３

強いにおい４

強烈な臭い５

排出水排　出　口敷地境界線

臭気指数３１

悪臭防止法第４条第２項に定め
る規制基準を基礎として、悪臭
防止法施行規則第６条の２に定
める方法により算出した臭気排
出強度又は臭気指数

臭気指数１５

②　宮城県公害防止条例による規制
本県における悪臭公害は、昭和３０年代後半から

苦情が急増し、昭和４０年頃は主として沿岸地域の
水産加工場から排出される魚介類残さの乾燥工程
から発生する悪臭が、全公害苦情件数の４０％を占
めていました。この問題を解決するため、昭和４０
年１０月２０日に制定された公害防止条例において、
全国に先駆けて魚腸骨処理場及び化製場の排出口
に対して食塩水平衡法による臭気濃度に係る規制
基準を設定しました。

名取市 

石巻市 
 

塩竈市 

気仙沼市 

白石市 角田市 

多賀城市 

蔵王町 

七ヶ宿町 

川崎町 

丸森町 

七ヶ浜町 

大和町 

仙台市 

大郷町大郷町

富谷市富谷市
利府町利府町

岩沼市岩沼市

亘理町亘理町

村田町村田町

柴田町柴田町

山元町山元町

大河原町大河原町

松島町松島町

大衡村 

加美町 

色麻町 

大崎市 

涌谷町 

美
里
町

美
里
町

美
里
町

栗原市 

登米市 

東松島市 

女川町女川町

南三陸町

▲図３−４−２−１　悪臭防止法に基づく指定地域所在市町村

▼表３−４−２−５　悪臭防止法に基づく行政指導等の状況

処分件数改善勧告
件数

行政指導
件数測定件数立入検査

件数年度

０００００平成２５年度
００２３４２３平成２６年度
００１９１２０平成２７年度
００１９１２０平成２８年度
００１１１１４平成２９年度
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

▼表３−４−２−６　公害防止条例に基づく悪臭特定施設設置工場・事業場数（平成２９年度）

計
特定施設設置工場・事業場数

市町村名No.
有機質肥料製造工場魚腸骨処理場等

）９（７）９（７仙 台 市１
）３３（１３）３３（１３石 巻 市２
０（０）（塩 竈 市３
）４（２）４（２気 仙 沼 市４
）１６（７）１６（７白 石 市５
）４（１）４（１名 取 市６
）３（２）３（２角 田 市７
０（０）（多 賀 城 市８
）６（２）６（２岩 沼 市９
）５８（３０）５８（３０登 米 市１０
）３３（１５）３３（１５栗 原 市１１
）４（２）４（２東 松 島 市１２
）４５（２１）４５（２１大 崎 市１３
）４（２）４（２富 谷 市１４
）１９（３）１９（３蔵 王 町１５
）１（１）１（１七 ヶ 宿 町１６
）２（１）２（１大 河 原 町１７
）４（２）４（２村 田 町１８
０（０）（柴 田 町１９
）３（２）３（２川 崎 町２０
）２５（７）２５（７丸 森 町２１
０（０）（亘 理 町２２
）２（１）２（１山 元 町２３
）２（２）２（２松 島 町２４
０（０）（七 ヶ 浜 町２５
０（０）（利 府 町２６
）２（１）２（１大 和 町２７
）２３（３）２３（３大 郷 町２８
０（０）（大 衡 村２９
）７（２）７（２色 麻 町３０
）１１（４）１１（４加 美 町３１
）２２（１１）２２（１１涌 谷 町３２
）１（１）１（１美 里 町３３
０（０）（女 川 町３４
）７（５）７（５南 三 陸 町３５
）３５０（１５０）３５０（１５０）０（０計

　　　　悪臭防止法による規制地域所在市町村
（　）内の数は特定施設数

その後、昭和４６年３月１８日の条例全面改正時に
規制基準等が見直され、昭和５８年１２月２３日には条
例施行規則の一部を改正し、「五点比較式臭袋法」
を採用するとともに、臭気指数による規制に改
め、特定施設を飼料又は有機質肥料製造事業場に
限定しました。
さらに、県内一律の方式で規制をするため、平

成１６年４月から法に合わせて「三点比較式臭袋法」
を採用して新たな規制基準を設定しました。
平成２９年度末現在、条例に基づく特定施設は、

飼料・有機質肥料製造工場１５０工場（３５０施設）と
なっています。

③　宮城県悪臭公害防止対策要綱による指導
悪臭防止法又は公害防止条例の規制対象となら

ない施設等の悪臭問題は、「宮城県悪臭公害防止
対策要綱」による改善指導を行っています。
この要綱では、臭気測定法として「三点比較式

臭気採点法」を採用し、臭気強度による規制基準
を敷地の境界線について設定しています。
④　畜産臭気対策
悪臭防止法又は公害防止条例の規制対象となら

ない畜舎、堆肥舎等由来の臭気については、関係
機関と連携を図り「宮城県悪臭公害防止対策要綱」
による指導を実施しています。
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−２−７　公害防止条例に基づく措置等

措置の合計処分件数改善勧告件数行政指導件数測定件数立入検査件数年度
１２００１２４３８平成２５年度
９００９６４４平成２６年度
３００３５４９平成２７年度
３００３５４９平成２８年度
２００２３３９平成２９年度

１　閉鎖性水域における水質改善対策
○　松島湾水質モニタリング事業
閉鎖性水域である松島湾は、より一層の水質改

善が求められており、湾内の詳細な環境モニタリ
ング調査（水質８地点、底質及び底生生物６地点）
を平成５年から継続して行っています。松島湾の
水質は、平成５年から平成１７年まで改善傾向にあ
りましたが、近年はほぼ横ばいで推移していま
す。東日本大震災後は、下水処理場の稼働停止に
伴う未処理水の流入等により、一時的な水質の悪
化が見られましたが、現在は震災前と同程度の水
質に戻っています。
平成２９年度の調査結果は、水質汚濁の指標であ

る化学的酸素要求量（COD）は１．１～４．３mg／Lの
範囲にあり、前年度と同程度の値です。富栄養化
の指標である全窒素及び全燐はそれぞれ０．１２～
０．４９mg／L、０．０１０～０．０４８mg／Lの範囲にあり、
前年度と同程度の値です。底質については、COD
が２２～３６mg／L、全硫化物が０．３４～０．９２mg／Lの
範囲にあり、前年度と比べCODは増加、全硫化物
は横ばいとなっています。底生生物の種類数及び
個体数は、近年増加傾向にありましたが、前年度
に比べ著しい減少がみられました。また、震災後
の底質悪化に伴い増加した強汚濁性の指標生物で
あるシズクガイの個体数は、減少傾向にあります。
○　釜房ダム湖沼水質保全計画
昭和４５年に完成した釜房ダムは、湛水面積

３．９km２、有効貯水量３，９００万m３の利水、洪水調節、

渇水調整の役割を果たしている多目的ダムです。
昭和５５年から６０年には水道に異臭味障害が継続

して発生したため、昭和６１年２月に全 燐 に係る環境
りん

基準をⅡ類型として指定したほか、昭和６２年に湖沼
水質保全特別措置法（以下「湖沼法」という。）に基づ
く指定湖沼の指定を受け、第１期「釜房ダム貯水池
に係る湖沼水質保全計画」を策定して以来、平成１９
年度に第５期を策定し、水質保全に資する事業、面
源負荷対策、各種汚染源に対する規制等の水質保
全対策事業を総合的かつ計画的に実施してきており
一定の効果を示しています。
第５期計画の最終年度（平成２３年度）において、

化学的酸素要求量（COD）２．５mg／L、全燐
０．０１６mg／L、全窒素０．６０mg／Lという目標水質は
達成したものの、COD及び全燐の環境基準を達成
していないことから、新しい対策等を追加した第６
期湖沼水質保全計画を平成２５年３月に策定し、水
質保全対策を継続実施しています。
釜房ダム貯水池のCODは平成２～３年度に高い

値を示し、その後改善傾向がみられ、近年は２．５mg
／L付近で横ばい傾向にあります。
全窒素（T−N）及び全燐（T−P）についても年度

により変動があり、ほぼ横ばい傾向にあります。
また、活性炭によるカビ臭除去、曝気循環によるカ

ビ臭の要因となるフォルミディウムの異常増殖抑制等
に取り組んだ結果、一時期のような継続的なカビ臭
の発生はみられていません。 

２　水環境の保全 

▼表３−４−２−８　悪臭防止法及び公害防止条例以外の行政指
導の状況

改善勧告件数行政指導件数立入検査件数年度
０２８６３平成２５年度
０２０６０平成２６年度
０５５９９平成２７年度
０５５９９平成２８年度
０４０１０８平成２９年度

環境対策課

環境対策課
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

①　ダム貯水池内の対策
異臭味の発生を防止するために、昭和５９年度か
らのパイロット実験により曝気循環装置を導入、
第４期から多段式散気曝気装置４基、深層曝気装
置１基を新たに設置し、湖内水の曝気循環を継続
して実施しながら、カビ臭対策等効果の検証を
行っています。
②　工場・事業場系の排水対策
水質汚濁防止法、湖沼法及び県公害防止条例に

基づく排水規制の他、規制対象外となる工場・事
業場に対しても必要に応じ汚水処理施設の設置や
適正管理の指導を行っています。
③　生活系の排水対策
下水道への接続を促進するとともに、下水道区

域外では、浄化槽の普及促進と維持管理の適正化
を指導しています。平成２９年度末において、下水
道による処理人口４，４９０人のうち接続人口は４，１８２
人で、接続率は９３．１％でした。また、下水道区域
外における浄化槽の設置数は３８８基であり、行政
人口２，２１８人のうち処理人口は１，１５７人で、普及率
は５２．２％でした。以上より、下水道接続人口、浄
化槽処理人口の和を行政人口で除して求められる
汚水衛生処理率は７９．３％でした。
④　畜産業に係る汚濁負荷対策
水質汚濁防止法の排水規制等基準の遵守の徹底

や畜舎の適正管理のほか、経営計画も含めた農家
の指導、家畜排せつ物については「家畜排せつ物
の利用の促進を図るための宮城県計画」に基づき
適正な処理の促進を図っています。
⑤　魚類養殖に係る汚濁負荷対策
排水処理に関する技術的課題等の情報を収集

し、排水負荷の実態を詳細に調査するとともに、
関係機関と連携して事業者に必要な助言、指導を
行っていきます。
⑥　面源負荷対策
山林、農用地等の面源由来の汚濁負荷に対する

対策を行うため、水田及び畑地等の面源負荷の大
きい流出水対策地区を指定し、施肥法の工夫等に
より地下水汚染を防ぐとともに、地力の維持向上
と環境負荷低減を両立させた土づくりの推進から
持続可能な農業等の確立に努めています。
⑦　廃棄物の適正処理
環境の悪化を未然に防止するため、監視パト

ロールを実施し、不法投棄に関する看板の設置等
により廃棄物の適正処理を促進していきます。 

⑧　流域住民の普及啓発と実践
地元関係団体で組織する「釜房ダム貯水池湖沼

水質保全対策推進協議会」の活動、小学生対象の
水辺教室の開催、広報紙・パンフレット・生活排
水対策用品配布等を通して、水質保全意識の普及
啓発と実践を進めています。
⑨　調査研究の推進
水質汚濁機構は、複雑多岐で未解明の部分が多

いため総合的な調査研究が必要です。国、県及び
仙台市等で水質汚濁に関する総合的な調査研究を
推進しています。

２　赤潮発生防止対策
平成２９年度は赤潮の発生は確認されませんでし

た。
今後とも赤潮の発生状況を監視するとともに、

赤潮の発生を防止するため、閉鎖的な内湾流域内
の工場・事業場に対する窒素・燐排水規制や排水
処理施設の設置及び適正管理の指導、下水道の整
備等による生活排水対策等閉鎖性水域の富栄養化
防止対策を推進していきます。

３　有機性汚濁対策
○　工場・事業場対策
①　特定事業場対策
水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）では、

湖沼や海域の内湾のような閉鎖的な水域について
は、植物プランクトンの増殖による水質汚濁を防
止するため、その要因となる窒素・燐についても
排水基準が定められています。
県内の公共用水域のうち、水質汚濁防止法によ

る一律の排水基準によっては生活環境を保全する
ことが十分でないと認められる阿武隈川、松島湾
等の水域については、より厳しい上乗せの排水基
準を設定しています。さらに、水質汚濁防止法に
よる特定施設となっていない施設で水質の保全を
図る上で規制が必要であるものに対しては、公害
防止条例により水質汚濁防止法と同等の規制を
行っています。
公害防止条例の対象となっている事業場は、平

環境対策課

環境対策課

環境対策課

▼表３−４−２−９　釜房ダム湖沼水質保全計画目標値と推移（第６期）
目標値（平成３３年度）平成２９年度平成２８年度平成２７年度区分
２．４６２．３３２．７７２．６７COD７５％値（mg/L）
０．０１５００．０１７６０．０１７１０．０２２２全　燐(mg/L)
０．４８０．４６０．４００．５７全窒素(mg/L)
３２２６．１２３．４２５．７N/P比
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成２９年度末現在で１，１８３事業場であり、そのうち、
５４事業場に排水基準が適用されています。
排水基準の遵守状況の把握及び指導のため、こ
れら工場・事業場に対して立入検査を実施した件
数は、法に基づくもの６５４件、条例に基づくもの２６
件でした。このうち、排出水の水質検査を行った
件数は３７１件（法３５２件、条例１９件）で、排水基準
に適合しない件数は２５件でした。不適合の工場・
事業場については、汚水等の処理施設の管理方法
の改善等について指導を行いました。 

②　小規模（未規制）事業場対策
水質汚濁防止法及び公害防止条例に基づく生活

環境項目の排水基準が適用されない工場・事業場
の数は平成２９年度末現在で４，９６４事業場（仙台市を
除く）となっています。これら小規模な事業場か
らの負荷を軽減するため、汚濁排水の削減方法や
簡易な排水処理施設の設置等について指導を行っ
ています。 

▼表３−４−２−１１　窒素含有量及びリン含有量についての排水基準を適用する海域

広田湾　万石浦　松島湾　気仙沼湾　雄勝湾　女川湾　鮫ノ浦湾　志津川湾　松川浦

環境対策課

▲図３−４−２−２　業種別特定事業場の状況（平成２９年度）

その他
38 ％

し尿処理施設
2%

保存食料品
製造業4%

豆腐煮豆
製造業5%

洗たく業4%
水産食料品
製造業 8%

自動式車両
洗浄施設
13%

畜産農業
13％

旅館業
13%

▼表３−４−２−１０　窒素含有量及びリン含有量についての排
水基準を適用する湖沼

◎窒素含有量についての排水基準を適用する湖沼  
青下ダム貯水池（仙台市）　月山池（仙台市）　丸田沢ため池（仙台市）　富士沼（石巻市）
川原子ダム貯水池（白石市）　
内町ため池（角田市）　長沼（登米市）　平筒沼（登米市） 伊豆沼（栗原市、登米市）
内沼（栗原市、登米市）
小田ダム貯水池（栗原市）　上大沢ダム貯水池（大崎市）　化女沼ダム貯水池（大崎市）
鳴子ダム貯水池（大崎市）
阿川沼(七ヶ浜町）　惣の関ダム貯水池（利府町）　嘉太神ダム貯水池（大和町）
孫沢ため池（加美町）
漆沢ダム貯水池(鳴源湖)（加美町）　長沼（加美町）　
◎リン含有量についての排水基準を適用する湖沼 
青下ダム貯水池（仙台市）　大倉ダム貯水池（仙台市）　月山池（仙台市）
七北田ダム貯水池（仙台市）　
丸田沢ため池（仙台市）　宮床ダム貯水池（仙台市、大和町）　富士沼（石巻市）
川原子ダム貯水池（白石市）
樽水ダム貯水池（名取市）　内町ため池（角田市）　長沼（登米市）　平筒沼（登米市）
 伊豆沼（栗原市、登米市） 
内沼（栗原市、登米市）　荒砥沢ダム貯水池（栗原市）　小田ダム貯水池（栗原市）
栗駒ダム貯水池（栗原市）　
花山ダム貯水池（栗原市）　上大沢ダム貯水池（大崎市）　化女沼ダム貯水池（大崎市）
鳴子ダム貯水池（大崎市）　　
七ヶ宿ダム貯水池（七ヶ宿町）　釜房ダム貯水池（川崎町）
松ヶ房ダム貯水池（宇田川湖）（丸森町、福島県相馬市）
阿川沼(七ヶ浜町）　惣の関ダム貯水池（利府町）　嘉太神ダム貯水池（大和町）
南川ダム貯水池（大和町）　
牛野ダム貯水池（大衡村）　孫沢ため池（加美町）　漆沢ダム貯水池(鳴源湖)（加美町）
長沼（加美町）　

▼表３−４−２−１３　行政上の措置状況

（注）（　）内は仙台市分、内数

計画変更
命　　令

改善命令件数（法１３条）直罰処分
件　　数

排出水検査
延べ件数区分 一時停止命令改善命令

（　０）０（　０）０（　０）１（　０）０（１４２）３９８平成２５年度
（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（１４０）３９７平成２６年度
（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（１２５）３４７平成２７年度
（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（１３３）３７７平成２８年度
（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（１０５）３６１平成２９年度

▼表３−４−２−１２　公害防止条例（水質）に基づく特定施設設置届出数　

平成２９年度末における届出数
平成２８年度
末における
届出数

平成２７年度
末における
届出数

特定施設の種類分類
番号 ①＋②合計②排水基準

適用外

　①排水基準適用
うち特別排水
基準適用

（　０）５（　０）５（　０）０（　０）０（　０）５（　０）６水産卸売市場の洗浄施設１
（　３５）２５２（　３３）２３０（　２）５（　２）２２（　３５）２５２（　１２）２１７集団給食施設２
（１７４）８０９（１７１）８０５（　０）１（　３）４（１７４）８１４（　９７）７３５ガソリンスタンド営業・自動車整備業の洗浄施設３
（　１）１（　１）１（　０）０（　０）０（　１）１（　１）１廃油再生用原料処理施設４
（　１０）１１２（　６）８６（　２）７（　４）２６（　１０）１１１（　１０）１１３公衆浴場業の洗場施設５
（　０）３（　０）２（　０）０（　０）１（　１）３（　１）３ごみ処理施設６
（　１）１（　０）０（　１）１（　１）１（　１）１（　１）１動物園７
（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０病院の廃液処理施設８
（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０アスファルト又は油脂類容器の洗浄施設９
（２２１）１，１８３（２１１）１，１２９（　５）１４（　１０）５４（２２２）１，１８７（１２２）１，０７６合　　　計

（注）（　）内は仙台市分、内数
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

③　畜産排水等の対策
畜産経営に起因する苦情の発生戸数は、以下の

表３−４−２−１４に示すとおりです。苦情の主な
原因は悪臭や水質汚濁が多くを占めています。
平成１６年の「家畜排せつ物の管理の適正化及び

利用の促進に関する法律（平成１１年法律第１１２号）」
の施行により、各地域で家畜排せつ物処理施設の
整備が進められており、現在、簡易対応を実施し
ている農家等においても、恒久的な施設整備を進

めています。そのために、補助事業・制度資金融
資等が活用されており、特に資源リサイクル畜産
環境整備事業により、畜産経営に起因する環境汚
染の防止と経営の健全化を図るため、広域的な家
畜排せつ物処理施設等の整備を実施しています。
今後とも家畜排せつ物の適正な管理を指導する

とともに、畜産農業者と耕種農家の連携を強化
し、家畜排せつ物の利用の促進を図っていきます。 

畜　産　課

▼表３−４−２−１４　畜産苦情発生件数と飼養農家戸数

Ｈ２９Ｈ２８Ｈ２７H２６H２５H２４H２３H２２H２１H２０
１３３１３７１５５１５５１６５１７５１９０２４７２４７２７６農家戸数

豚
１２１４７１６２１９１８２６２２３３苦情発生戸数
９．０１０．２４．５１０．３１２．７５．１９．５１０．５８．９１２．０発生割合
２９．３３０．４１５．２３４．０３６．８２０．５２４．０３３．３３３．８３２．０全体比
４９５０５１５１５５５７６１６６６６６６農家戸数

採
卵
鶏

３７８６１１０１１４苦情発生戸数
６．１１４．０１５．７１１．８１．８１．８０．０１．５１．５６．１発生割合
７．３１５．２１７．４１２．８１．８２．３０．０１．３１．５３．９全体比
５４５４５９５９６１５９４９５８５８５９農家戸数ブ

ロ
イ
ラ
ー

２２２１４４４５２９苦情発生戸数
３．７３．７３．４１．７６．６６．８８．２８．６３．４１５．３発生割合
４．９４．３４．３２．１７．０９．１５．３６．４３．１８．７全体比
５４９５７０５７８６０２６３５６６１７０８７４４７７３８１０農家戸数

乳
用
牛

１１２１１７９１０１３２２２７２０３０苦情発生戸数
２．０３．７２．９１．５１．６２．０３．１３．６２．６３．７発生割合
２６．８４５．７３７．０１９．１１７．５２９．５２９．３３４．６３０．８２９．１全体比
３，４６０３，７７０３，９４０４，２３０４，５００４，９９０５，２８０５，７２０５，８６０６，０７０農家戸数

肉
用
牛

１３１３１２１５２１１７３１１９２０２７苦情発生戸数
０．４０．３０．３０．４０．５０．３０．６０．３０．３０．４発生割合
３１．７２８．３２６．１３１．９３６．８３８．６４１．３２４．４３０．８２６．２全体比
４，２４５４，５８１４，７８３５，０９７５，４１６５，９４２６，２８８６，８３５７，００４７，２８１農家戸数

計 ４１４６４６４７５７４４７５７８６５１０３苦情発生戸数
１．０１．０１．００．９１．１０．７１．２１．１０．９１．４比率

（単位：戸、％）

※　豚・採卵鶏・ブロイラーの農家戸数については、調査を休止している年もあり、前年の農家戸数を用いている年もあり。

○　生活排水対策
工場・事業場排水規制の効果、下水道整備の促

進等、公共用水域の水質保全を図る条件は整いつ
つありますが、閉鎖性水域では依然として水質環
境基準が達成されない水域があり、これら水域で
は汚濁負荷に占める生活系の割合はむしろ大きく
なってきています。
生活排水を根本的に処理するには下水道等の集

合処理施設の整備が欠かせません。公共下水道の
ほか、地域の実状に応じ、農業集落排水処理施設、
コミュニティプラント、漁業集落排水処理施設等
が県内各地で整備されています。
また、各家庭個別の生活排水処理施設としての

浄化槽設置についても補助制度があり、普及して
きています。 
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

①　下水道の整備
●下水道の整備状況
下水道は、良好な都市環境の形成と公衆衛生の

向上とともに、公共用水域の水質保全に重要な基
盤施設として全県的にその整備が進められてお
り、平成２９年度末における本県の下水道事業は、
公共下水道事業（市町村事業）が全３５市町村で実
施され、供用が開始されています。
また、流域下水道事業（県事業）としては７流域

（仙塩、阿武隈川下流、鳴瀬川、吉田川、北上川下
流、北上川下流東部、迫川）の整備を推進してお
り、全ての流域下水道で供用を開始しています。

本県の下水道処理人口普及率は毎年着実な伸び
を示しており、平成２９年度末で８１．２％（図３−４
−２−３）となっていますが、その内訳を見ると、
市部の８３．４％に対して、町村部は６９．２％と低く、
地域的な不均衡が生じています。
県は、平成２８年６月に宮城県生活排水処理基本

構想「甦る水環境みやぎ」の見直しを行い、社会
基盤の整備の効率化を進め、良好で均衡ある生活
環境の実現に向けて、下水道の整備目標を、平成
４７年度普及率８６．６％に設定して事業を展開してい
ます。 

●下水道終末処理場の水処理状況
平成２９年度の県内の各処理場の放流水は、BOD

が０．８～１４．８mg／L（除去率９５．１～９９．８％）、SSが
ND～１９mg／L（除去率９０．０～１００％）となってお
り、下水道法に定められている放流水の水質基準
（BOD１５mg／L以下（計画放流水質の上限値）、
SS４０mg／L以下）を満たしています。 

②　農業集落排水処理施設の整備
農村社会における混住化や生活様式の多様化等

により、農業用排水の汚濁が進行し、農業生産性
の維持・向上や農村生活環境に悪影響を及ぼして
いることから、農業集落排水事業により、農業集
落におけるし尿及び生活雑排水等の汚水を処理す
る施設を整備し、農業用排水の水質保全と農業用
排水施設の機能維持及び農村生活環境の改善を
図っています。

下水道課

▼表３−４−２−１５　生活排水処理施設整備対象人口・普及率

平成２９年度平成２８年度平成２７年度　区　　　　　　　分
２，３０２，０４３２，３０９，８６７２，３１７，１４６生活排水処理施設整備対象人口（人）

９１．２９０．６８９．８生活排水処理施設普及率（％）
１，８６８，４１０１，８６０，６３６１，８５４，１２１処理区域内人口　　（人）公共下水道
６９，３６３７０，２３３７０，９７５処理区域内人口　　（人）農業集落排水処理施設
１，０６６１，０９８７７８計画処理対象人口　（人）漁業集落排水処理施設
６，１６６６，１４０６，２９８処理人口　　　　　（人）コミュニティプラント
１５４，９５１１５３，７２３１４９，０１０処理人口　　　　　（人）浄化槽

１４１７１８処理区域内人口　　（人）簡易排水施設

農村整備課

▲図３−４−２−３　下水道処理人口普及率の推移

平
成
22
年
度
は
東
日
本
大
震
災
の
た
め
調
査
不
可

昭和55 60 平成10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 24 25 26 272322 28 29（年度）

2,340 2,344 2,347 2,348 2,350 2,350 2,348 2,345 2,341 2,335 2,331

1,6261,6261,626
1,6611,6611,661 1,6961,6961,696 1,7151,7151,715 1,7341,7341,734 1,7531,7531,753 1,7691,7691,769

2,329 2,303 2,319

418418418

584584584

2,322 2,3212,3212,321

1,7881,7881,788 1,8321,8321,832 1,8411,8411,841

2,3172,3172,317 2,3102,3102,310 2,3022,3022,302

1,8541,8541,854 1,8611,8611,861 1,8681,8681,8681,8171,8171,8171,7861,7861,786

1,4451,4451,445
1,4791,4791,479 1,5251,5251,525 1,5641,5641,564

2,1642,1642,164
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

農業集落排水処理施設は、平成２９年度までに
１０１処理区域において整備が実施され供用が開始
されています。
今後も水質汚濁による環境への影響と水質保全

の重要性等に関する住民への積極的な啓発活動と
施設の機能確保を推進します。

③　浄化槽の整備
●浄化槽の設置推進
浄化槽は、中山間地域や農村地域等の人口密度

が低い地域において、少ない費用で短期間に設置
できる特長を有する効率的な汚水処理システムで
す。また、個別分散型施設であることから、地震
に強いという特性も有しており、東日本大震災に
おいても被災地における全損は全体の３．８％に留
まるなど、災害に強い汚水処理システムとしても
国による設置促進施策が講じられています。
国は、循環型社会形成推進交付金や地域再生基

盤強化交付金により、市町村が行う浄化槽の整備

事業を支援しているほか、東日本大震災の被災地
における浄化槽の整備事業に対し、東日本大震災
復興交付金基幹事業として低炭素社会対応型浄化
槽等集中導入事業を実施しています。
●浄化槽の維持管理
浄化槽が公共用水域等の水質の保全等の観点か

ら生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与する
ためには、浄化槽法に基づく定期的な保守点検、
清掃及び法定検査で構成される維持管理を適切に
実施する必要があります。法定検査は、浄化槽法
第７条の規定による検査（第７条検査）と第１１条
の規定による検査（第１１条検査）があります。第
７条検査は、浄化槽の設置工事が適切に実施さ
れ、浄化槽本来の機能が発揮されていることを確
認するため、使用開始後３～８ヶ月に実施される
ものです。また、第１１条検査は、保守点検及び清
掃が適正に実施され、浄化槽の機能が正常に維持
されていることを確認するため、年１回実施され
るものです。
本県の第７条検査の実施率は、平成２８年度調査

の７８．６％から平成２９年度調査の９５．８％と上昇し、
適正とみなせるものが平成２８年度調査では９７．６％
に対し平成２９年度調査では９８．１％と上昇していま
す。
また、第１１条検査の実施率は、８９．３％と全国平

均４０．３％を大きく上回っており、適正とみなせる
ものが９７．９％であることから、県内に設置されて
いる全浄化槽の８割以上が適正に維持管理されて
いることになります。 

循環型社会推進課

１，５５３基平成２９年度新設浄化槽数

２９市町村１，１０７基循環型社会形成推進交付金対象基数

２２市町５２５基①浄化槽設置整備事業

９市町村５８２基②浄化槽市町村整備推進事業

５市町４４６基東日本大震災復興交付金（復興交付金基金）対象基数

５市町４４６基③低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業

※１　石巻市、栗原市は①、②の両事業を実施

▼表３−４−２−１６　市町村の浄化槽整備事業

１１条検査結果
適正＋おおむね適正１１条検査

実施率

７条検査結果
適正＋おおむね適正７条検査

実施率
実施率補正後補正前実施率補正後補正前

８７．４％
（全国３位）

９７．９％
（全国１８位）

８９．３％
（全国３位）

９４．０％
（全国１７位）

９８．１％
（全国１２位）

９５．８％
（全国２９位）宮城県

３８．３％
（６．８％～
９１．５％）

９５．０％
（６７．１～
９９．７％）

４０．３％
（７．３％～
９６．６％）

８７．９％
（６９．０％～
１００％）

９３．０％
（７３．３％～
１００％）

９４．５％
（７０．５％～
１００％）

全国
平均

▼表３−４−２−１７　法定検査実施率等（平成２８年度実績）

　▲大泉地区汚水処理施設（登米市）
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

４　有害物質対策
○　工場・事業場対策
水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）では、

人の健康に係る被害が生じるおそれのある物質を
含む汚水廃液を排出する等、一定の要件を備える
施設を特定施設として定め、特定施設を設置して
いる工場・事業場から公共用水域に排出される水
について排水基準を適用して規制を行っていま
す。
水質汚濁防止法に規定する特定事業場の数は、

平成２９年度末で５，４３２事業場です。このうち有害
物質を排出するおそれのある特定事業場は２１１事
業場で全特定事業場の約４％となっています。

名取市名取市

石巻市石巻市

塩竈市

気仙沼市気仙沼市

白石市白石市 角田市角田市

多賀城市

蔵王町蔵王町

七ヶ宿町

川崎町川崎町

丸森町丸森町

七ヶ浜町

大和町

仙台市

大郷町大郷町

富谷市富谷市
利府町利府町

岩沼市岩沼市

亘理町亘理町

村田町村田町

柴田町柴田町

山元町山元町

大河原町大河原町

松島町松島町

大衡村

加美町

色麻町

大崎市

涌谷町涌谷町

美
里
町

美
里
町

美
里
町

栗原市栗原市

登米市

東松島市東松島市

女川町女川町

南三陸町南三陸町

市町村の浄化槽整備事業

①浄化槽設置整備事業

②浄化槽市町村整備推進事業

①,②の両事業の併用

③低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業市町村名

▲図３−４−２−４　国庫補助金を活用した市町村の浄化槽整備
事業

環境対策課

○　地下水汚染対策
水質汚濁防止法に基づく地下水の常時監視で

環境対策課

は、概況調査で選定した井戸から有害物質が検出
された場合には周辺の井戸調査を行い、有害物質
が検出された井戸に対し継続調査を行っていま
す。
平成２９年度に検出された物質は、硝酸性窒素・

亜硝酸性窒素、砒素、トリクロロエチレン及びテ
トラクロロエチレンとなっており、来年度も継続
して調査を行う予定です。
また、都道府県知事は、土壌汚染対策法に基づ

き、要措置区域を指定した際に、期限を定めて土
地の所有者等または汚染原因者に汚染の除去等の
指示を行います。
県内では、地下水摂取による健康被害防止の観

点から、有害物質の土壌溶出量基準が不適合とし
て、現在１か所を要措置区域に指定しており、土
地所有者が地下水の揚水による浄化作業を行って
います。
○　農薬等対策
①　ゴルフ場に係る農薬対策
「ゴルフ場における農薬の安全使用に関する指
導要綱」及び「ゴルフ場における農薬の安全使用
に関する指導要領」に基づき、農薬の安全かつ適
正な使用及び危害防止を推進しました。
県内のゴルフ場を巡回し、農薬使用記録簿をも

とに農薬の使用状況や防除の実施状況について確
認と指導を行いました。
②　農薬の適正使用
農薬を使用する機会が増える６月から８月にか

けて農薬危害防止運動を行い、「農薬危害防止運
動研修会」を開催した他、農家等に対しては、農
薬の使用基準の遵守を指導しています。
また、農薬取扱者を対象とした研修会を開催す

るとともに、リーフレットや「宮城県農作物病害
虫・雑草防除指針」を作成し、指導機関と連携し
て農薬適正使用の啓発を図りました。 

農産環境課
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

▼表３−４−２−１８　水質汚濁防止法に基づく特定事業場数

平成２９年度末における特定事業場数
平成２８年
度末にお
ける特定
事業場数

平成２７年
度末にお
ける特定
事業場数

業　　　種　　　区　　　分分類
番号 ①＋②

合計

②のうち生活
環境項目の排
水基準が適用
される事業場

②１日あたりの平均排水量５０㎥未満の①１日当たりの平均排水量５０㎥以上の

有害物質使用特定事業場
事業場

有害物質使用特定事業場
事業場

地下浸透地下浸透

（　０）１－　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）１（　０）１（　０）１鉱業又は水洗炭業１
（　２０）８７０－１９（　０）　０（　０）１（　２０）８５８（　０）　０（　０）　０（　０）１２（　１９）８７０（　１９）１，００３畜産農業又は関連サービス業１－２
（　１１）８１－　０（　０）　０（　０）１（　１０）７０（　０）　０（　０）　０（　１）１１（　１０）７８（　１０）７８畜産食料品製造業２
（　１０）５５６－２６（　０）２３（　０）　０（　１０）５２３（　０）　０（　０）　０（　０）３３（　１０）５５４（　１０）５３７水産食料品製造業３
（　９）２７１－　０（　０）　０（　０）　０（　９）２６９（　０）　０（　０）　０（　０）２（　９）２６６（　９）２７５保存食料品製造業４
（　２）９１－　０（　０）　０（　０）　０（　２）９０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　３）８９（　３）９１みそ・食酢等の製造業５
（　３）１２－　０（　０）　０（　０）　０（　２）１１（　０）　０（　０）　０（　１）１（　３）１２（　３）１２菓子・製あん業８
（　０）４－　０（　０）　０（　０）　０（　０）４（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）４（　０）４米菓製造業等９
（　７）４８－　０（　０）　０（　０）　０（　５）３９（　０）　０（　０）　０（　２）９（　７）４８（　７）５４飲料製造業１０
（　６）２７－　０（　０）　０（　０）３（　６）２５（　０）　０（　０）　０（　０）２（　６）２４（　６）２３飼肥料製造業１１
（　０）７－　０（　０）　０（　０）　０（　０）４（　０）　０（　０）　０（　０）３（　０）３（　０）３動植物油脂製造業１２
（　０）２－　０（　０）　０（　０）　０（　０）２（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）２（　０）２ぶどう糖水あめ製造業１５
（　３）３１－　０（　０）　０（　０）　０（　３）３０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　３）３２（　３）３３めん類製造業１６
（　２６）２４９－１（　０）　０（　０）　０（　２６）２４７（　０）　０（　０）　０（　０）２（　２６）２５４（２７）２５９豆腐煮豆製造業１７
（　０）１－　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０インスタントコーヒー製造業１８
（　０）１２－２（　０）２（　０）　０（　０）１２（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）１２（　０）１３冷凍調理食品製造業１８－２
（　４）７－　０（　０）　０（　０）　０（　４）７（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　４）７（　４）７繊維製品製造業１９
（　０）１－　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）２（　０）２一般製材業又は木材チップ製造業２１－２
（　０）４－　０（　０）　０（　０）　０（　０）４（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）３（　０）３合板製造業２１－３
（　０）１－　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）１（　０）１パーティクルボード製造業２１－４
（　０）３－　０（　０）　０（　０）１（　０）３（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）４（　０）３木材薬品処理業２２
（　０）４５－　０（　０）　０（　０）６（　０）４３（　０）　０（　０）　０（　０）２（　０）２（　０）２紙加工品製造業２３
（　４３）５５－　０（　０）　０（　６）７（　４３）５５（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　４４）５６（　４４）５６印刷業等２３－２
（　０）１－　０（　０）　０（　０）１（　０）１（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）１化学肥料製造業２４
（　０）１－　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）１（　０）１無機顔料製造業２６
（　２）４－　０（　０）　０（　０）　０（　２）４（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　２）４（　２）３その他の無機化学工業製造業２７
（　０）２－　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）　０（　０）１（　０）１（　０）２（　０）２合成樹脂製造業３３
（　０）１－　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）１石けん製造業３８
（　０）１－　０（　０）　０（　０）１（　０）１（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）１その他の有機化学工業製品製造業４６
（　１）３－　０（　０）　０（　０）１（　１）２（　０）　０（　０）　０（　０）１（　１）２（　１）２医薬品製造業４７
（　０）１－　０（　０）　０（　０）１（　０）１（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）１農薬製造業４９
（　１）１－　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　１）１（　１）１（　１）１石油精製業５１
（　２）３－　０（　０）　０（　０）　０（　１）１（　０）　０（　０）　０（　１）２（　２）３（　２）３自動車タイヤ・チューブ製造業、ゴムホース製造業等５１－２
（　０）１－　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）１皮革製造業５２
（　４）１０－　０（　０）　０（　０）　０（　４）８（　０）　０（　０）２（　０）２（　４）１０（　４）９ガラス製品製造業５３
（　４）６４－　０（　０）　０（　０）　０（　４）６４（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　５）６７（　５）６８セメント製品製造業５４
（　１８）９４－　０（　０）　０（　０）１（　１８）９１（　０）　０（　０）　０（　０）３（　１８）９５（　１８）９９バッチャープラント５５
（　０）１－　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）１（　０）１人造黒鉛電極製造業５７
（　１）１３－　０（　０）　０（　０）　０（　１）１３（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　１）１２（　１）１２砕石業５９
（　３）３１－　０（　０）　０（　０）　０（　２）２８（　０）　０（　０）　０（　１）３（　４）３２（　４）３３砂利採取業６０
（　１）３－　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）　０（　１）１（　１）２（　１）３（　１）３鉄鋼業６１
（　０）１－　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）１（　０）１（　０）２非鉄金属製造業６２
（　１）２０－１（　０）　０（　１）９（　１）１６（　０）　０（　０）３（　０）４（　１）１９（　２）２０金属製品製造業６３
（　１）１－　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　１）１（　１）１（　０）１石炭を燃料とする火力発電施設の廃ガス洗浄施設６３－３
（　５）２２－　０（　０）　０（　０）１（　０）１０（　０）　０（　０）２（　５）１２（　５）２２（　６）２３水道施設６４－２
（　１９）９５－１（　０）　０（　４）２８（　１８）７３（　０）　０（　１）１６（　１）２２（　１９）９２（　１７）９２表面処理施設６５
（　５）２３－　０（　０）　０（　５）１５（　５）２１（　０）　０（　０）２（　０）２（　５）１７（　５）１９電気めっき施設６６
（　７８）８５５－１４（　０）４（　０）　０（　５７）７４８（　０）　０（　０）　０（　２１）１０７（　７８）８４５（　７０）８３６旅館業６６－３
（　５）２９－４（　０）　０（　０）　０（　５）２５（　０）　０（　０）　０（　０）４（　５）２９（　６）２９共同調理場６６－４
（　１０）２２－　０（　０）　０（　０）　０（　１０）１８（　０）　０（　０）　０（　０）４（１０）２２（　１０）２３弁当製造業６６－５
（　２５）５１－１（　０）１（　０）　０（　２４）４３（　０）　０（　０）　０（　１）８（　２６）５２（　２１）４７飲食店６６－６
（　１）２－　０（　０）　０（　０）　０（　１）２（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　２）５（　１）２主食と認められる食事を提供しない飲食店６６－７
（　６６）３１６－１（　０）　０（　１）７（　６２）３０７（　０）　０（　０）１（　４）９（　６８）３１８（　７１）３２５洗たく業６７
（　４４）８８－　０（　０）　０（　５）２８（　４４）８７（　０）　０（　０）　０（　０）１（　４５）９２（　５６）１０５写真現像業６８
（　９）１８－　０（　０）　０（　４）４（　７）１３（　０）　０（　０）　０（　２）５（　７）１７（　７）１５病院６８－２
（　１）３－　０（　０）　０（　０）　０（　１）２（　０）　０（　０）　０（　０）１（　１）２（　１）２と畜業６９
（　１）１－　０（　０）　０（　０）　０（　１）１（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　１）１（　１）１中央卸売市場６９の２
（　０）３－　０（　０）　０（　０）　０（　０）３（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）３（　０）３地方卸売市場６９の３
（　０）２－　０（　０）　０（　０）　０（　０）２（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）２（　０）２廃油処理施設７０
（　１９）２０－　０（　０）　０（　０）　０（　１８）１９（　０）　０（　０）　０（　１）１（　１９）２０（　１８）１９自動車分解整備事業７０－２
（３７６）８７３－４（　０）３（　０）　０（３７６）８７３（　０）　０（　０）　０（　０）　０（３７５）８５８（３８５）８６１自動式車両洗浄施設７１
（　９１）１４１－３（　０）２（　３８）５３（　９１）１３３（　０）　０（　０）７（　０）８（　８２）１２６（　９４）１４１試験・研究機関７１－２
（　３）２０－１（　０）　０（　０）１（　３）１８（　０）　０（　０）　０（　０）２（　３）１９（　３）２１一般廃棄物処理施設７１－３
（　８）２２－１（　０）　０（　０）　０（　８）２１（　０）　０（　０）　０（　０）１（　８）２０（　８）２０産業廃棄物処理施設７１－４
（　０）１１－　０（　０）　０（　０）１１（　０）１１（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）１０（　０）９ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ等洗浄施設７１－５
（　１５）１６１－３（　０）２（　０）　０（　０）２４（　０）　０（　０）　０（　１５）１３７（　１５）１６０（　１５）１６０し尿処理施設７２
（　５）４０－　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　０）　０（　５）４０（　５）４１（　５）４２下水道終末処理施設７３
（　２）２０－２（　０）２（　０）　０（　２）１０（　０）　０（　０）　０（　０）１０（　２）１７（　２）１９共同処理施設７４
（９７１）５，４７４－８４（　０）３９（　６４）１８１（９０７）４，９９６（　０）　０（　２）３６（　６４）４７８（９６６）５，３７３（９８８）５，５４３合　　　　　計

（注）　（　）は仙台市分、内数
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

５　水環境への総合的な取組
自然界においては、降水が土壌等に保持され、
若しくは地表水及び地下水として流下して海域等
へ流入し、又は大気中に蒸発して再び降水になる
一連の過程（「自然の水循環」）があります。
この自然の水循環において、水の浄化機能その

他の自然の水循環の有する機能が十分に発揮さ
れ、人間の社会生活の営みと水環境その他の自然
環境の保全との適切な均衡が確保されている状態
を保全し、宮城県のもつ恵まれた水環境を次代へ
引き継ぎ、現在及び将来の県民が豊かな水の恩恵
を享受し、快適な社会生活を営むことができるよ
う、平成１６年６月に「ふるさと宮城の水循環保全
条例」（平成１６年条例第４２号）が制定され、平成１７
年１月から施行されています。
県は、この条例に沿って、平成１８年度に、健全

な水循環の保全に関する施策の総合的かつ計画的
な推進を図るための基本的な計画である「宮城県
水循環保全基本計画」を策定、平成２７年度にこれ
を一部変更しました。この「基本計画」では、水
循環の健全性を示す重要な要素として、次の４つ
を取り上げています。
また、県内を他県にまたがる大規模な北上川流

域及び阿武隈川流域とその２大流域にはさまれ
た、鳴瀬川流域、名取川流域、そして多くの小河
川から構成される南三陸海岸流域の計５流域に区
分し、この５つの流域ごとに施策の効果的かつ具
体的な推進を図るため「流域水循環計画」を策定
しています。これらは「基本計画」における健全
な水循環に重要な４つの要素の総合評価結果をも
とに、評価の低い流域から順次計画を策定するこ
ととしています。
○　流域水循環計画の策定状況と水道水源特定保

全地域の指定
平成２０年度に「鳴瀬川流域」の計画を策定し、

平成２１年度に大和町、色麻町及び加美町の区域の

一部を条例第１３条に基づく「水道水源特定保全地
域」として指定しました。
また、平成２２年度に「北上川流域」及び「名取

川流域」の計画を策定し、平成２３年度に栗原市、
大崎市、仙台市及び川崎町の区域の一部を条例第
１３条に基づく「水道水源特定保全地域」として指
定しました。
一方、「南三陸海岸流域」及び「阿武隈川流域」に

ついては、東日本大震災からの復旧状況を考慮し
ながら、計画策定の作業を進めていくこととし、
計画策定済み流域における計画の着実な推進に向
けた取組についてもあわせて実施していくことと
しています。
○　平成２９年度の取組み
流域水循環計画を策定している鳴瀬川流域、北

上川流域及び名取川流域において活動している
NPO団体や関係行政機関、庁内関係課を参集し、
平成２９年度流域水循環計画推進会議を開催しまし
た。各構成員の流域における活動の成果及び課題
について共有、意見交換を行うとともに、構成員
の活動について理解を深めることを目的として、
現場視察及び活動の体験を行いました。会議にお
いては、今後もさらなる連携・協働による水循環
保全活動を継続的かつ積極的に推進していくこと
を確認しました。
また、前年度から引き続き各流域の関連事業や

管理指標等を取りまとめた報告書を関係者へ配布
したほか、ホームページ等による周知を行い、流
域計画の着実な推進を図りました。
さらに、流域における水循環保全活動を支援す

るため、NPO法人延べ３団体（支援対象人数約６０
名）に水質簡易測定資材や虫めがね等の物品を支
給し、流域水循環計画の推進を図りました。
平成２９年度末に計画期間が満了する鳴瀬川流域

の水循環計画について、更新する計画を策定する
ための会議（行政部会）を開催しました。

環境対策課
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

▲図３−４−２−５　宮城県水循環基本計画における各指標の評価（各要素で最も良い状態を１０点とする）
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南三陸海岸流域（総合評価26.4点→30.6点）

清らかな流れ 

豊かな流れ 

安全な流れ 

豊かな生態系 

北上川流域（総合評価25.5点→24.4点）

清らかな流れ 

豊かな流れ 

安全な流れ 

豊かな生態系 

鳴瀬川流域（総合評価24.6点→27.6点）

清らかな流れ 

豊かな流れ 

安全な流れ 

豊かな生態系 

名取川流域（総合評価29.2点→30.3点）

清らかな流れ 

豊かな流れ 

安全な流れ 

豊かな生態系 

阿武隈川流域（総合評価30.1点→30.9点）

清らかな流れ 

豊かな流れ 

安全な流れ 

豊かな生態系 

宮城県全域（総合評価26.9点→29.0点）

清らかな流れ 

豊かな流れ 

安全な流れ  

豊かな生態系 

8.4→9.5

9.4→9.5
2.4→3.5

6.2→8.1

7.0→6.7

8.8

2.7→3.9
7.0→5.0

6.5→6.6

5.2→7.0 8.8→8.6

4.1→5.4

7.7→7.6

8.8→8.66.6→6.8

6.1→7.3

8.2→8.1

5.8→5.4

7.0→8.3 

9.1

7.7→8.0

8.9

4.1→5.6

6.2→6.5

（注）１　グラフは、宮城県水循環保全基本計画策定時（平成１８年度）の各指標の評価（黒点線）と現時点の最新値による各指標の評価（青線）で示して
おり、各要素で最も良い状態を１０点とする。
２　上記指標の現時点の最新値は「清らかな流れ」と「安全な流れ」は平成２８年度、それ以外は平成２７年度の数値が現況最新値であり、「基本計画
当初値→現況最新値」で表記している。

３　「豊かな流れ」と「豊かな生態系」については、県全体の統計データによる更新であり、流域ごとの指標更新値は把握できないことから、流域
別グラフでは基本計画当初値のみ記載している。
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

１　土壌環境保全対策
本県における土壌環境保全上の課題としては、
二迫川地域（栗原市：旧築館町、旧栗駒町、旧鶯
沢町）及び小原・赤井畑地域（白石市）において、
環境基準を超えるレベルではありませんが、カド
ミウムを含む農産物が生産される地域が確認され
ています。このような地域も土壌汚染地域として
とらえ対策を進めています。
○　二迫川地域
昭和４３年１１月、厚生省（当時）が実施したカド

ミウムに係る環境汚染調査の結果、昭和４４年３月
に旧鶯沢町二迫川支流鉛川沿岸の水田１４．３０haが
環境汚染要観察地域に指定されました。
このため、土壌汚染防止対策事業細密調査及び

県単独事業による補足調査（昭和４５～４７年度）を
実施したところ、旧３町で農用地２１０．４４haにカド
ミウム汚染が認められました。このうち、旧鶯沢
町の２３．６７haについて、昭和５１年９月に農用地土
壌汚染対策地域に指定し、昭和５５年度から昭和６０
年度にかけて公害防除特別土地改良事業を実施す
るとともに、昭和５６年度から平成元年度まで事業
実施後の状況把握調査を実施しました。
その結果、指定要件（玄米カドミウム濃度１

ppm以上）が消滅したものと判断できる２２．９８ha
について、平成３年１月に農用地土壌汚染対策地
域の指定解除を行っています。
さらに、残りの０．６９haについてALCを散布し、
調査を継続した結果、指定要件（玄米カドミウム
濃度０．４ppm以上）が消滅したと判断し、平成２３年
６月に指定を解除しました。
なお、これまでに非食用作物への転換や土壌汚

染対策事業等でALCの散布を実施した結果、現
在、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）によるカ
ドミウム基準値（０．４ppm）を超過する産米の発
生が懸念される農用地は減少しています。
○　小原・赤井畑地域
昭和４８年度の休廃止鉱山に係る環境調査及び休

廃止鉱山農作物等被害調査の結果、白石市小原・
赤井畑地域において、１．２８haの農用地でカドミウ
ムによる土壌汚染が明らかになりました。
その後、平成９年にALCを散布し、カドミウム
基準値（０．４ppm）を超過する産米の発生抑制を
図っています。 

２　土壌汚染対策
○　農用地の土壌汚染対策
①　カドミウム吸収抑制資材散布による対策及び
　効果追跡調査
水稲のカドミウム吸収を抑制するため、旧栗駒

町と旧築館町のほ場２７．１haにALCを散布し、その
効果を確認するため、散布したほ場で追跡調査を
実施しています。
②　カドミウム基準値超過米の生産防止対策の
　実施状況
水稲のカドミウム吸収を抑制するための生産防

止計画を作成し、その普及啓発や実施状況の確認
を行い、生産防止対策を着実に実施しました。
③　カドミウム基準値超過米の市場流通防止対策
　　の実施状況
カドミウム基準値超過米の市場流通を防止する

ため、二迫川地域等において産米の流通前調査を
実施しました。
　
３　地盤環境の保全
○　安全な地盤環境を目指して講じた施策
昭和５０年に、｢工業用水法｣（昭和３１年法律第１４６

号）に基づき仙台市東部地域、多賀城市の一部、
並びに七ヶ浜町の一部約９０㎢を地域指定し、工業
用の地下水の揚水規制を実施しています。指定地
域内では、揚水設備（吐出口の断面積６㎠を超え
るもの）により地下水を採取し、これを工業の用
に供する場合は、知事の許可を必要とします。
また、昭和４９年以来「地盤沈下防止対策要綱」

によって、仙台市苦竹地区等を指定し、地下水揚
水量の削減指導を行ってきており、平成８年に
は、それまでの要綱による指導を条例による規制
としました。現在、条例に基づいて揚水量の削減
規制を行っている指定地域は６２．４㎢となっています。
条例による規制では、指定地域内で、揚水設備

（吐出口の断面積６㎠を超えるもの）により地下水
を採取しようとする者には、届出を義務付けてお
り、業種及び用途にかかわらず、建設工事に伴う
揚水も対象としています。また、地下水採取量の
記録、報告を義務付けるとともに、地下水採取量
の削減、水源転換等の指導を行っています。
現在、揚水設備の届出本数は仙台市、塩竈市、

多賀城市、及び利府町の指定地域内で２１３本と

３　土壌環境・地盤環境の保全

環境対策課

農産環境課

農産環境課
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

１　工場・事業場対策
「騒音規制法」及び「振動規制法」により、騒音
及び振動から生活環境を保全すべき地域を「指定
地域」として知事及び各市長が指定しています。
指定地域内においては、法に定める特定施設を

設置している工場及び事業場（以下「特定工場等」
という。）における事業活動及び法に定める特定建
設作業に伴って発生する騒音・振動の規制を行っ
ています。また、道路交通騒音・振動については、

市町村長が県公安委員会等に対して所要の措置を
執るよう要請することができるとされています。
また、公害防止条例では、法指定地域外におい

ても法の特定施設の騒音・振動を規制するととも
に、法の特定施設以外の特定施設を追加し、指定
地域内・外にかかわらず規制しています。
指定地域を有する市町村については、当該市町

村が規制・指導に当たっています。
 

４　地域における静穏な環境の保全 

環境対策課

▲図３−４−２−６　指定地域図

なっており、農業用井戸が最も大きい割合を占め
ております。また、建設工事に係る揚水設備の届

出件数は、平成２９年度は９件（うち仙台市２件）
でした。
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−２−１９　騒音に係る法律・条例に基づく規制（平成３０年３月３１日現在）
宮　城　県　公　害　防　止　条　例騒　音　規　制　法

県内全域仙台市の都市計画区域及び石巻市他２４市町村の都市計画法で定める用途地域（騒音
に係る環境基準の指定地域に同じ）指定地域

法律に定める１１種類にクーリングタワー等７種類を加えた１８種類金属加工機械等１１種類特定施設規定
対象 深夜営業騒音、拡声機騒音特定建設作業騒音、自動車騒音その他　

県保健所及び指定地域を有する市町村指定地域を有する市町村規制・指導
主体　　　

　（備考）
・上表に掲げる第二種区域、第三種区域、第四種区域の区域内に所在する学校、保育所、病院及び患者を入院させるための施設を有する診療所、図書館、特別養護老
人ホーム並びに幼保連携型認定こども園の敷地及びその周囲おおむね５０mの区域内における当該基準は、上表に定める値からそれぞれ５デシベルを減じた値
とする。　

・都市計画法に基づく用途地域の指定のない地域及び仙台市の一部の近隣商業地域については、公害防止条例施行規則に基づき「第２種区域」の規制基準を適用
する。

工
場
・
事
業
場
騒
音

規
　
　
制
　
　
基
　
　
準
　
　
等

［深夜営業騒音］

（備考）
◇この規制基準は、２２時から６時までの時間に適用
◇音響機器の使用禁止時間は２３時から６時まで

［拡声機騒音］

［特定建設作業騒音］

（備考）
◇第１号区域；第１種、第２種及び第３種区域並びに第４種区域のうち学
校、保育所、病院、図書館、特別養護老人ホーム、幼保連携型認定こども
園等の敷地８０mまでの区域
◇第２号区域；指定地域のうち第１号区域以外の区域

［自動車騒音の要請限度］

（備考）
ａ区域；第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層

住居専用地域、第２種中高層住居専用地域
ｂ区域；第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域
ｃ区域；近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域

そ
　
の
　
他

［指定地域を有する市町村（２６市町村）］
仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、白石市、名取市、角田市、多賀城市、岩
沼市、登米市、栗原市、東松島市、大崎市、富谷市、大河原町、村田町、柴田
町、亘理町、松島町、七ヶ浜町、利府町、大和町、大衡村、美里町、女川町、
南三陸町

夜間
（２２：００～６：００）

朝（６：００～８：００）
夕（１９：００～２２：００）

昼間
（８：００～１９：００）

時間区分
区域区分

４０デシベル４５デシベル５０デシベル文教地区、第１種低層住居専用地域、第２種低
層住居専用地域第１種区域

４５デシベル５０デシベル５５デシベル
第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居
専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、
準住居地域

第２種区域

５０デシベル５５デシベル６０デシベル近隣商業地域、商業地域、準工業地域第３種区域

５５デシベル６０デシベル６５デシベル工業地域第４種区域

第２号区域第１号区域規制種別

８５デシベル（敷地境界線）基準値

２２：００～６：００１９：００～７：００作業禁止時間

１４時間以内１０時間以内１日当たりの作業時間

連続６日以内作業期間

日曜日その他の休日作業禁止日

夜間
２２：００～６：００

昼間
６：００～２２：００区域の区分

５５デシベル以下６５デシベル以下
ａ区域及びｂ区域のうち
１車線を有する道路に面
する区域

６５デシベル以下７０デシベル以下
ａ区域のうち２車線以上
の車線を有する道路に面
する区域

７０デシベル以下７５デシベル以下

ｂ区域のうち２車線以上
の車線を有する道路に面
する区域及びｃ区域のう
ち車線を有する道路に面
する区域

７０デシベル以下７５デシベル以下幹線道路に近接する空間
における特例

規制基準地域の区分

４０デシベル文教地区、第１種低層住居専用地域、第２
種低層住居専用地域第１種区域

４５デシベル
第１種中高層住居専用地域、第２種中高
層住居専用地域、第１種住居地域、第２種
住居地域、準住居地域

第２種区域

５０デシベル近隣商業地域、商業地域、準工業地域第３種区域

５５デシベル工業地域第４種区域

拡声器の設置場所
規制種別

航空機自動車店頭・街頭

地上１．２ｍの
地点において
６５デシベル以
下

拡声機の正面か
ら１ｍの位置で
７５デシベル以下

１つの拡声機の放送
音量又は他の拡声器
の放送音量との複合
音量として地上１．２
ｍの高さで７０デシベ
ル以下

音量基準

１０：００～１５：００８：００～１９：００使用時間

学校、保育所、病院、患者の収容施設
のある診療所、図書館、特別養護老人
ホーム、幼保連携型認定こども園の周
囲１００m

使用禁止区域

□総幅員６．５ｍ
未満の道路の場
合１地点におい
て５分以内の使
用
□総幅員５ｍ未
満の道路におい
ては設置しない
□１回１０分以内
とし、次回の使
用までに１０分以
上の休止時間を
おく

□総幅員５ｍ未満の
道路においては設置
しない
□地上５ｍ以上の位
置での使用は拡声機
の延長が１０ｍ以内の
広場又は道路に落ち
るようにする
□１回１０分以内と
し、次回の使用まで
に１０分以上の休止時
間をおく

使用方法

○　騒音防止対策
騒音規制法に基づく指定地域は、平成2９年度末
現在で26市町村となっています。
騒音規制法に定める特定施設は、金属加工施設

等11施設であり、さらに公害防止条例ではクーリ
ングタワー等7施設を追加して計18施設について
規制しています。
特定工場等から発生する騒音に関しては、特定

工場等の敷地境界で規制基準の遵守義務が課せら

れており、県あるいは市町村は、特定工場等から
発生する騒音が規制基準に適合しないことにより周
辺の生活環境が損なわれると認められる場合には計
画変更勧告又は改善勧告を行うことができます。
平成2９年度末現在で、騒音規制法及び公害防止

条例に基づく届出件数は特定施設３１,７３７件（特定
工場・事業場6,５４０件）となっており、1２６件の立
入検査を行い、苦情等に基づく１１件の測定を行い
ました。
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

▼表３−４−２−２０　騒音に係る特定施設設置届出状況（平成２９年度）　

合　　　　　計公害防止条例に基づく
設置届出数

騒音規制法に基づく
設置届出数特　定　施　設　名

特定施設数特定工場等数特定施設数特定工場等数特定施設数特定工場等数
２，７０１３５７１，８５６１７４８４５１８３金属加工機械１
１４，８２７２，３８１６，２９０８６２８，５３７１，５１９空気圧縮機及び送風機２
９７１２２６６９３１７０２７８５６土石用又は鉱物用破砕機３
１７９１３１５９１６４４織機４
２０５１１１１２２６３８３４８建設用資材製造機械５
４７１９２５１１２２８穀物用製粉機６

１，０５９３４４６３７１７７４２２１６７木材加工機械７
２５３１５１１０２抄紙機８
８５３２４２１６０３４６９３２０８印刷機械９
１，５９８８０１，０５３４７５４５３３合成樹脂用射出成形機１０
１００２２４３１９５７３鋳型造型機１１
３２８９０３２８９０－－ディーゼルエンジン及びガソリンエンジン１２
２，２３０９４２２，２３０９４２－－クーリングタワー１３
４，０３２１，２９４４，０３２１，２９４－－バーナー１４
３０５９０３０５９０－－繊維工業用機械１５
２００７０２００７０－－コンクリート管等製造機１６
６８０４４６８０４４－－金属製品製造機械１７
１，３９７２１２１，３９７２１２－－土石等加工機械１８
３１，７３７６，５４０２０，０８１４，３０９１１，６５６２，２３１合　　　計

▼表３−４−２−２１　騒音に係る工場・事業場立入検査状況

処分件数測定件数立入件数　　　　　　　区分
年度　　　　　　　

０２１８４平成２５年度
０３０１０２平成２６年度
０６１２０平成２７年度
０２７１５４平成２８年度
０１１１２６平成２９年度

○　振動防止対策
振動規制法に基づく指定地域は、平成２９年度末
現在で騒音規制法指定地域と同じく２６市町村と
なっています。
特定工場等から発生する振動に関しては、特定

工場等の敷地境界で規制基準の遵守義務が課せら
れており、県あるいは市町村は、特定工場等から
発生する振動が規制基準に適合しないことにより

周辺の生活環境が損なわれると認められる場合に
は計画変更勧告や改善勧告を行うことができま
す。
平成２９年度末現在で、振動規制法及び公害防止

条例に基づく届出件数は、特定施設２１，８６５件（特
定工場・事業３，７５３件）となっており、２４件の立入
検査を行い、苦情等に基づく５件の測定を行いま
した。
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−２−２２　振動に係る法律・条例に基づく規制（平成３０年３月３１日現在）
宮　城　県　公　害　防　止　条　例振　動　規　制　法

県内全域仙台市の都市計画区域及び石巻市他２４市町村の都市計画法で定める用途地域指定地域

法律に定める１０種類に冷凍機等３種類を加えた１３種類圧縮機等１０種類特定施設規定
対象 特定建設作業振動、道路交通振動その他

県保健所及び指定地域を有する市町村指定地域を有する市町村規制・指導
主体　　　

（備考）
・上表に掲げる区域内に所在する学校、保育所、病院及び患者を入院させるための施設を有する診療所、図書館、特別養護老人ホーム並びに幼保連携型認定こ
ども園の敷地の周囲おおむね５０mの区域内における基準は、上表に定める値からそれぞれ５デシベルを減じた値とする。　

・都市計画法に基づく用途地域の指定のない地域及び仙台市の一部の近隣商業地域については、公害防止条例施行規則に基づき「第１種区域」の規制基準を適
用する。

工
場
・
事
業
場
騒
振
動

規
　
　
制
　
　
基
　
　
準
　
　
等

［指定地域を有する市町村（２６市町村）］
仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、白石市、名取市、角田市、多賀城市、岩
沼市、登米市、栗原市、東松島市、大崎市、富谷市、大河原町、村田町、柴田
町、亘理町、松島町、七ヶ浜町、利府町、大和町、大衡村、美里町、女川町、
南三陸町

［特定建設作業振動］

（備考）
◇第１号区域；第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種
中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第２
種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域及び準工業地域並びに
工業地域のうち学校、保育所、病院、図書館、特別養護老人ホーム、幼保
連携型認定こども園等の敷地８０mまでの区域
◇第２号区域；指定地域のうち第１号区域以外の区域

［道路交通振動の要請限度］

そ
　
の
　
他

夜間
（１９：００～８：００）

昼間
（８：００～１９：００）

時間区分
区域区分

５５デシベル６０デシベル

文教地区、第１種低層住居専用地域、第２種低
層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、
第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、
第２種住居地域、準住居地域

第１種区域

６０デシベル６５デシベル近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地
域第２種区域

第２号区域第１号区域規制種別

７５デシベル（敷地境界線）基準値

２２：００～６：００１９：００～７：００作業禁止時間

１４時間以内１０時間以内１日当たりの作業時間

連続６日以内作業期間

日曜日その他の休日作業禁止日

夜間
１９：００～８：００

昼間
８：００～１９：００区域の区分

６０デシベル６５デシベル第１種区域

６５デシベル７０デシベル第２種区域

▼表３−４−２−２３　振動に係る特定施設設置届出状況（平成２９年度）

合　　　　　計公害防止条例に基づく
設置届出数

振動規制法に基づく
設置届出数特　　定　　施　　設　　名

特定施設数特定工場等数特定施設数特定工場等数特定施設数特定工場等数
２，３６３２７４１，５３０１２６８３３１４８金属加工機械１
４，７１６１，０６２２，４２６５３８２，２９０５２４圧縮機２
９７１２２２６８２１７５２８９４７土石用又は鉱物用破砕機等３
１６７４００１６７４織機４
１１１６６６４４３４７２３コンクリート製品製造機械５
２４７１０５１６９７２７８３３ドラムバーカー又はチッパー６
２４３８４９５２４１４８６０印刷機械７
１４９９４０５１０９４ゴム・合成樹脂練用ロール機８
１，５１０７９９３２４９５７８３０合成樹脂用射出成形機９
７７７２６３５１４鋳型造型機１０
４８１２４８１２－－金属加工機械１１
２７５７９２７５７９－－ディーゼルエンジン１２

１０，９８８１，７５０１０，９８８１，７５０－－冷凍機１３
２１，８６５３，７５３１７，２７５２，８７６４，５９０８７７合　　　　　計

▼表３−４−２−２４　振動に係る工場・事業場立入検査状況

処分件数測定件数立入件数　　　　　　　区分
年度　　　　　　　

０３２８平成２５年度
０５２７平成２６年度
００２４平成２７年度
０２７１平成２８年度
０５２８平成２９年度
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

２　建設作業騒音等対策
騒音規制法及び振動規制法の指定地域を有する
市町村では、この指定地域内で特定建設作業を行
おうとする者に届出を義務付けており、作業方法
や作業時間等について規制しています。
騒音規制法及び振動規制法に定める特定建設作

業については、規制基準等が定められており、指
定市町村は、特定建設作業から発生する騒音・振
動が規制基準に適合しないことにより周辺の生活

環境が損なわれると認められる場合には、騒音・
振動の防止の方法等に対し、改善勧告や改善命令
等の措置を行うことができます。また、作業時間
や作業方法について違反した場合には、改善指導
がなされています。
平成２９年度は、騒音規制法に基づく届出件数が

４８１件、振動規制法に基づく届出件数が３４３件あり
ました。 

３　自動車交通騒音対策
自動車騒音の常時監視は知事又は市長の責務と

されており、GISを使用した自動車騒音面的評価
システムを用いて、県内の主要路線における環境
基準の達成状況を算出しています。
また、高速自動車道等に係る騒音等の問題につ

いて「高速自動車道騒音等防止対策実施要領」を
定め、沿道市町村、東日本高速道路株式会社及び
宮城県道路公社と連携し、騒音等防止対策の推進
と効率化を図っています。対策要領の適用範囲は
東北及び山形自動車道、常磐自動車道、仙台東部
道路、仙台南部道路、仙台北部道路、三陸自動車
道等の高規格道路となっており、毎年関係機関と
の会議を開催し、測定結果を報告するとともに、
結果に基づく騒音防止対策の要請等を行っていま
す。
さらに、新幹線及び高速自動車道を持つ１０県で

構成する「東北・上越・北陸新幹線、高速自動車
道公害対策１０県協議会」の会員として、毎年、東

日本高速道路株式会社に対して高速自動車道に係
る騒音対策の推進について要請を行っています。
東日本高速道路株式会社及び宮城県道路公社で

は、騒音防止対策として、遮音壁の設置及び高機
能（低騒音）舗装を実施しており、平成２９年度末
までに東日本高速道路株式会社が講じた防音対策
は、遮音壁の設置が総延長４３．６km（上下線別）、
高機能（低騒音）舗装の施工が９０４km（一車線換
算）、宮城県道路公社が講じた防音対策は、遮音壁
の設置が１．０km（上下線別）、高機能（低騒音）舗
装の施工が７０．３km（一車線換算）でした。

４　航空機騒音対策
県及び関係市は、周辺地域への航空機騒音の影

響を把握するため、通年測定や短期測定により環
境基準の達成状況や騒音低減対策の効果について
調査を行い、県が毎年開催する「仙台空港航空機
騒音対策会議」及び「松島飛行場航空機騒音対策
会議」で測定結果を報告し、関係機関に周知して

環境対策課

▼表３−４−２−２６　振動規制法に基づく特定建設作業届出件数

平成２９年度平成２８年度平成２７年度平成２６年度平成２５年度特定建設作業

９９９９１１６９６９７くい打機、くい抜機又はくい打くい抜
機を使用する作業１

１００００鋼球を使用して建築物その他の工作物
を破壊する作業２

６１５６９舗装版破砕機を使用する作業３

２３７２１３２０５１９９２４７ブレーカーを使用する作業４

３４３３１３３２６３０１３５３合　　　　　計

▼表３−４−２−２５　騒音規制法に基づく特定建設作業届出件数
平成２９年度平成２８年度平成２７年度平成２６年度平成２５年度特定建設作業

７０６７９１６９７６くい打機、くい抜機又はくい打くい抜
機を使用する作業１

１０２０１びょう打機を使用する作業２

２４８１９８１９２２１９２４７さく岩機を使用する作業３

４４６１３５５０１２７空気圧縮機を使用する作業４

２２４０４コンクリートプラント又はアスファル
トプラントを設けて行う作業５

１０５１６０１０５８９２３９バックホウを使用する作業６

０１４２２トラクターショベルを使用する作業７

１１３６２６２５２１ブルドーザーを使用する作業８

４８１５２５４５９４５４７１７合　　　　　計

環境対策課

環境対策課
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

います。
航空機騒音対策としては、発生源対策のほか、

騒音軽減運航方式の導入や空港周辺対策等がとら
れています。
発生源対策は、国際民間航空条約を踏まえた航

空法に基づく航空機の耐空証明制度として実施さ
れており、騒音基準に適合しない航空機は運航が
禁止されています。
騒音軽減運航方式について、仙台空港では、滑

走路の一方に人家がない場合、その方向に離着陸
を行う優先滑走路方式、人家を避けた飛行経路を
飛行する優先飛行経路方式並びに急上昇方式等が
適宜採用されています。
仙台空港周辺については、公共用飛行場周辺に

おける航空機騒音による障害の防止等に関する法
律等に基づき、学校や病院等の障害防止工事及び
共同利用施設の整備について助成し、また、航空
機騒音の影響の大きさに応じ、住宅防音工事、移
転補償及び緩衝緑地の整備等が行われています。
また、航空自衛隊松島基地周辺については、防

衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律等に
基づき、民間空港に準じた周辺対策が行われてい
ます。

５　鉄道騒音対策
沿線市町村の協力を得て東北新幹線鉄道沿線に
定点を定め、毎年騒音・振動測定を実施していま
す。その測定結果は、「東北新幹線鉄道騒音等対
策会議」で報告し、関係機関に周知しています。
また、新幹線及び高速自動車道を持つ１０県で構
成する「東北、上越、北陸新幹線、高速自動車道
公害対策１０県協議会」の会員として、東日本旅客

鉄道株式会社等に対して新幹線鉄道に係る騒音対
策の推進について要請を行っています。
新幹線騒音対策としては、車両単体対策及び構

造物対策等が実施されています。
車両単体対策としては、パンタグラフ数の削

減、カバー取り付けによる風切音やアーク音の低
減並びに先頭形状の変更による騒音・低周波音対
策が行われています。
構造物対策としては、新幹線鉄道騒音の環境基

準の達成状況が思わしくなかったことから、当面
７５デシベル以下とすることを目標に、住宅の集合
状況に応じた対策が昭和６０年度から段階的に講じ
られています。具体的には、吸音板設置、防音壁
嵩上げ、逆L型防音壁設置並びにレール削正等が
行われています。
また、新幹線の高速化に伴い、トンネル出入口

からの低周波音により家屋内の家具ががたつく等
の苦情が生じています。低周波音対策としては、
緩衝工の設置等の対策が講じられています。
新幹線鉄道以外の在来鉄道については、新設又

は高架化等のように環境が急変する場合の騒音の
未然防止の観点から、平成７年１２月に「在来鉄道
の新設又は大規模改良に際しての騒音対策の指
針」が定められ、沿線地域の環境保全が図られて
います。

６　深夜営業騒音対策
カラオケに代表される深夜営業騒音の防止を図

るため、公害防止条例により飲食店営業等を対象
に規制を行っており、県及び市町村では立入検査
を実施するなどして指導を行っています。

▼表３−４−２−２７　深夜営業騒音規制状況（平成２９年度）

立入検査件数苦情発生地域の内訳苦情発生件数
計測定苦情立入計無指定商工業系住居系計使用禁止音量制限
１０１９１１０４７１０９１

環境対策課

環境対策課
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

１　ダイオキシン類対策特別措置法による
　　監視指導
○　特定事業場
ダイオキシン類対策特別措置法の特定事業場

は、県所管域内に１０８か所（平成２９年度末現在）あ
り、これらの特定事業場を対象に、ダイオキシン
類の自主測定結果や施設の維持管理状況等の確認
のため、立入検査を行い適正な施設管理等の指導
を実施しています。平成２９年度は、行政測定の結
果、基準値を超過した施設はありませんでした。

５　化学物質による環境リスクの低減 

▼表３−４−２−２８　平成２９年度監視指導状況

測定分析
件数

文書による
指導件数

立入検査件数
（延べ数）

届出事業場数

平成２９年度
末現在

平成２８年度
末現在

１２０１３１０６１０８特定事業場
１１０１１１００１０２大気基準適用事業場

１０２６６水質基準適用事業場

環境対策課

○　特定施設
廃棄物焼却施設などのダイオキシン類対策特別

措置法で定める特定施設の設置者は、法に基づ
き、施設からの排出ガス（排出水）等に存在する
ダイオキシン類濃度の測定を年１回以上行い、そ
の結果を知事（仙台市にあっては市長（以下同
じ。））に報告し、知事は、それを公表することに
なっています。平成２９年度に実施された自主測定
結果では、すべての施設で基準を満たしていまし
た。
このほか、測定義務のある一般廃棄物最終処分

場及び産業廃棄物最終処分場の設置者は、法に基
づき、処分場からの放流水及び処分場周縁の地下
水中のダイオキシン類の測定を年１回以上行うこ
とが義務付けられています。

循環型社会推進課

▼表３−４−２−２９　大気基準適用施設の自主測定結果（平成２９年度）

基準値測定結果施設数※２事業場数※２
測定項目※１特定施設の種類

不適合未測定測定実施未測定
５０．２６～０．３４００２２０１排出ガス製 鋼 用 電 気 炉
５０．０００００００９３００１１０１排出ガスアルミ合金製造用溶解炉

０．１～１０※３０～４．１０２９１９３排出ガス
廃 棄 物 焼 却 炉 ０～３．７－２７７７９※４１７８ばいじん

０～１．０－２７６７８※４燃 え 殻
※１　測定項目のうち、ばいじんとは、集じん機によって集められた飛灰をいう。燃え殻とは、焼却残灰、炉清掃掃出物などをいう。
※２　休止中の事業場及び施設を除いた数を計上している。
※３　廃棄物焼却炉に係る排出ガスの基準値は、廃棄物焼却炉の設置時期及び処理能力によって、０．１～１０ng－TEQ／㎥Ｎの間で定められている。
※４　廃棄物焼却炉のうち、構造によって、ばいじん、燃え殻が発生しないものがあり、この場合、その測定義務が適用されないため、測定項目ご

とに施設数が異なる。また、ばいじん、燃え殻については、排出基準値は設定されていない。

(排出ガス：ng-TEQ/㎥Ｎ、ばいじん・燃え殻：ng-TEQ/g)

▼表３−４−２−３０　水質基準適用施設の自主測定結果（平成２９年度）

測　　定　　結　　果
（pg-TEQ/L）事　　業　　場　　数

特定施設の種類
基準値自主測定未測定測定実施
１００．０１７０２２パルプ製造用塩素漂白施設
１００　０１１廃棄物焼却炉廃ガス洗浄施設
１００　０１１下 水 道 終 末 処 理 施 設

▼表３−４−２−３１　最終処分場の自主測定結果（平成２９年度）

測　定　結　果
（pg-TEQ/L）施　　　設　　　数

測定項目
基準値自主検査未測定測定実施

排出基準　１００～４．６０２７２７放 流 水
環境基準　１０～０．４００２８２８地 下 水
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

２　環境ホルモン調査
環境ホルモンによる環境汚染は、科学的には未
解明な点が多く残されているものの、それが生物
生存の基本条件にかかわるとともに、世代を超え
た深刻な影響をもたらす恐れがあることから、国
では、平成１０年５月に策定した「環境ホルモン戦
略計画SPEED'９８」及び新たな科学的知見を踏まえ
て平成１７年３月に改定した「化学物質の内分泌か
く乱作用に関する環境省の今後の対応方針につい
てExTEND２００５」に基づいて、取組を実施してき
ました。その後、これまでの取り組みが見直さ
れ、平成２２年７月に「化学物質の内分泌かく乱作
用に関する今後の対応EXTEND２０１０」が向こう５
年程度を見据えた新たな方針として取りまとめら
れました。
EXTEND２０１０では、今後の取組を、①野生生物
の生物学的知見研究の推進及び基盤的研究、②試
験法の開発及び評価の枠組みの確立、③環境中濃
度の実態把握及びばく露の評価、④作用・影響評
価の実施、⑤リスク評価及びリスク管理、⑥情報
提供等の推進、⑦国際協力の推進という７つの構
成の対応方針に基づき推進することとしています。
このような国の対策と連携し、県は平成２０年度

以降、化学物質環境実態調査を活用し、環境ホル
モンの実態把握に努めています。

３　環境リスク管理の促進
○　事業者の自主的な管理改善の促進に向けた普及・啓発
①　宮城県化学物質適正管理指針の普及啓発
化管法第４条では、事業者に、取り扱う指定化

学物質について認識し、「化学物質管理指針」に留
意して管理を行い、その管理の状況に関する国民
の理解を深めるよう努力することを求めていま
す。そこで、県では、事業者が「化学物質管理指
針」に基づいて行う、自主的な管理の改善を促進
するための基本方針や管理計画等の策定に関する
ガイドラインとして活用していただくため、平成
２０年３月に「宮城県化学物質適正管理指針」を策
定し、関係者への普及・啓発を図っています。
②　リスクコミュニケーションセミナー
事業者自身による化学物質の適正管理と排出削

減はもちろん重要ですが、より合理的に環境リス
クを管理し、削減するためには、住民、事業者、
行政が化学物質に関する情報を共有し、意見交換
を通じて意思疎通と相互の理解を深める「リスクコ
ミュニケーション」の取組が有効とされています。

そこで、事業者のリスクコミュニケーションへ
の理解を深めるため、県内の事業者や行政担当者
等を対象に、平成２２年度から「事業者のためのリ
スクコミュニケーションセミナー」を開催してい
ます。
このセミナーでは専門家の講演のほか、県内の

事業者から現場での取組みを紹介していただき、
参加者全員での意見交換をしていくものです。
平成２９年度は、日本製紙株式会社石巻工場から

取組を紹介していただきました。参加者による活
発な意見交換もなされ、リスクコミュニケーショ
ンに関する理解を深め、その必要性を認識するこ
とができました。
③　事業者主導型リスクコミュニケーション事業
「リスクコミュニケーション」が県内の事業者に
普及し定着することを目指し、平成２１年度から
「リスクコミュニケーションモデル事業」を実施し
てきましたが、事業者自らの意識を高めるため、
平成２５年度から「事業者主導型リスクコミュニ
ケーション事業」を行っています。
この事業は、事業者が自主的に実施を希望する

場合、企画立案の助言、コーディネート、化学物
質アドバイザーの派遣などの開催支援を行ってい
ます。
開催に当たっては、事前に地域住民等のアン

ケート調査を実施したり、開催当日にも地域住民
や県内事業者に参加を働きかけながら、「リスク
コミュニケーション」の必要性やその実施につい
て、目で見て体で感じてもらう普及啓発を行って
います。
平成２９年度は、コカ・コーラボトラーズジャパ

ン株式会社蔵王工場において実施しました。
当日は、化学物質に関する講演や工場見学、工

場の環境への取組についての説明のほか、参加者
による活発な意見交換等が行われました。

環境対策課

環境対策課

▲　事業者主導型リスクコミュニケーション事業の様子
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

１　放射線・放射能の監視・測定
○　放射能測定
農林水産物及び水道水等の試料中の放射性物質

濃度測定については、平成２３年３月２５日から実施
を開始し、平成２４年４月からは、食品についてよ
り厳しい基準値が定められたことを受け、「宮城
県放射線・放射能測定実施計画」を策定し、計画
的に測定を実施しています。
平成３０年３月末現在の測定結果は、林産物及び

野生鳥獣肉の一部を除いて、国の基準値を超過し
たものはありませんでした。また、基準値を超過
した場合は、関係自治体及び事業者に対し、生産
物の流通等がなされないよう出荷制限又は出荷自
粛等の措置を行っています。
①　測定結果等の公表
平成２３年９月２８日にインターネット上に放射

線・放射能に関する情報を一元化したポータルサ
イト「放射能情報サイトみやぎ」を開設し、日々
の空間放射線量率、各種放射能測定結果及び関連
情報について、随時公表しています。

６　環境中の放射線・放射能の監視・測定・知識の普及啓発

原子力安全対策課

▲図３−４−２−７　「放射能情報サイトみやぎ」

放射能情報サイトみやぎURL
　https://www.r-info-miyagi.jp/r-info/
放射能情報サイトみやぎ携帯版URL
　https://www.r-info-miyagi.jp/m/

２　放射性物質による汚染の除去等の取組
県は、福島第一原子力発電所の事故による被害
等に対する総合的な対応を図るため、平成24年１
月に、「東京電力福島第一原子力発電所事故被害

対策基本方針」を策定し、県内全ての地域につい
て、生活環境における年間の追加被ばく線量を５
年以内に１ミリシーベルト以下とすることを目標
としました、この目標を達成するため、放射性物
質による汚染の除去等の取組を進め、除染実施計
画に基づく面的除染が完了しました。
②　正しい知識の普及・啓発
県では、県民の放射線・放射能に関する不安の

解消を図るため、「放射能情報サイトみやぎ」にお
ける、各種測定結果等の迅速かつ正確な情報発信
及び「放射線・放射能に関するセミナー」を通じ
た正しい知識の普及啓発に努めています。
「放射線・放射能に関するセミナー」では、専門
家による講演に加え、ポータブル型の放射能測定
器及び自然放射線の軌跡を観察する機器である
「霧箱」を使用した測定実演も行い、平成２９年度は
３会場で計７２名が参加しました。また、県内全戸
に配付している「みやぎ県政だより」に記事を掲
載するとともに、各種パンフレットを作成し、市
町村等に配布しました。

▲　放射線・放射能に関するセミナー

▲図３−４−２−８　パンフレット
「宮城県放射線・放射能測定・検査のあらまし」


